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資料１ 大学院教育学研究科就職状況の動向 
 
 
 

岡山県 その他 計

平成18.3 84 26 9 35 10 2 47 23 70 63.5 10

17.3 85 30 10 40 11 5 56 14 70 76.7 12

16.3 74 28 12 40 9 3 52 10 62 77.6 7

15.3 84 37 9 46 16 0 62 11 73 73.8 0

14.3 70 24 10 34 14 2 50 8 58 73.5 2

13.3 77 29 6 35 9 0 44 13 57 59.5 3

12.3 70 19 10 29 5 3 37 11 48 58.7 7

11.3 56 16 6 22 3 2 27 11 38 51.9 4

10.3 73 19 3 22 8 4 34 15 49 47.9 2

計
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外国人
留学生大学等

教員
その他の
学校教員

修了年月
修了
者数

就職者数

教員
就職率公立教員(小中高)

教員
教員
以外

 
 
 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

平
成

9
平

成
10

平
成

11
平

成
12

平
成

13
平

成
14

平
成

15
平

成
16

平
成

17
平

成
18

教員就職率

（％）

(年卒）

 
 
 



資料２ 教育学部就職状況の動向 
 
 

教員 教員以外 計
平成18.3 196 131 29 160 66.8 16

17.3 190 120 32 152 63.2 23

16.3 207 127 41 168 61.4 17

15.3 216 132 37 169 61.1 20

14.3 321 149 88 237 46.4 29

13.3 324 122 93 215 37.7 33

12.3 337 102 85 187 30.3 37

11.3 357 111 103 214 31.1 38

10.3 361 143 105 248 39.6 31

9.3 366 165 119 284 45.1 35

平均値28

大学院進学
者数

就職者数
卒業年月

卒業
者数

教員就職
率
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資料３ 岡山大学大学院教育学研究科の沿革 
 

兵庫教育大学連合大学院
学校教育学研究科

（博士課程）

教育学研究科

  ①学校教育専攻

  ②障害児教育専攻

  ③国語教育専攻

  ④社会科教育専攻

  ⑤数学教育専攻

  ⑥理科教育専攻

  ⑦音楽教育専攻

  ⑧美術教育専攻

  ⑨保健体育専攻

  ⑩技術教育専攻

  ⑪家政教育専攻

  ⑫英語教育専攻

  ⑬養護教育専攻

  ⑭学校教育臨床専攻

  ⑮カリキュラム開発専攻

  ⑯教育組織

         マネジメント専攻

1980 1990 2000

2004

1999

2001

1997

1996

1993

1984

1981

1980

1980

1981

1980

1980

1980

1982

2003

1980

学校教育の実践を対象とした広範で奥深い教育と
研究の推進を図り,学校教育現場において発生する
諸課題に的確に対処できる教育・研究者の養成を
目指す

広い視野に立って精深な学識を授け，教育科学と関連諸科学との総合に
よる理論的・実践的な教育・研究を主眼とし,教育実践の場における教育
研究を強力に推進しうる教員の養成を目的とする

新たな教育課題に対応する
現職教員のリカレント教育
のための専攻

 
 
 

 



資料４ 教育学研究科の志願者・入学者数と入学定員充足率の動向 
 
 

Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18

学校教育専攻 10 10 10 10 10 10 10 10 10 23 39 39 33 27 20 16 23 24 12 18 15 15 13 12 11 11 11

障害児教育専攻 3 3 3 3 3 3 3 3 3 11 8 5 4 6 6 5 7 6 8 5 3 3 4 5 4 5 5

国語教育専攻 4 4 4 4 4 4 4 4 4 7 6 10 4 5 8 7 7 10 3 4 5 2 1 5 5 5 6

社会科教育専攻 8 8 8 8 8 8 8 8 8 11 9 12 11 6 5 11 9 12 5 4 9 3 5 5 10 8 9

数学教育専攻 4 4 4 4 4 4 4 4 4 3 5 3 6 5 2 3 4 3 1 4 2 2 2 2 3 3 2

理科教育専攻 10 10 10 10 10 10 10 10 10 13 14 14 12 9 11 9 12 10 10 8 9 8 9 8 7 11 8

音楽教育専攻 5 5 5 5 5 5 5 5 5 8 7 5 4 8 6 7 6 3 6 4 4 1 6 3 7 6 2

美術教育専攻 5 5 5 5 5 5 5 5 5 8 5 8 9 11 8 7 13 9 6 4 4 7 6 7 4 8 8

保健体育教育専攻 5 5 5 5 5 5 5 5 5 11 8 11 8 9 9 6 9 7 7 7 6 7 7 9 5 7 7

技術教育専攻 ／ ／ ／ ／ ／ 3 3 3 3 ／ ／ ／ ／ ／ 3 4 7 3 ／ ／ ／ ／ ／ 3 2 2 2

家政教育専攻 4 4 4 4 4 4 3 3 3 8 4 9 7 3 2 3 5 1 7 3 4 6 1 2 2 2 1

英語教育専攻 5 5 5 5 5 5 5 5 5 13 11 7 14 8 5 8 8 10 7 5 6 6 6 4 8 5 6

養護教育専攻 3 3 3 3 3 3 3 3 3 6 4 10 6 8 4 4 4 5 4 3 4 5 6 4 4 3 4

学校教育臨床 ／ 9 9 9 9 9 9 9 9 ／ 21 21 20 19 36 29 38 25 ／ 12 13 12 10 13 11 11 10

カリキュラム開発 ／ ／ ／ 7 7 7 7 7 7 ／ ／ ／ 18 9 10 5 9 10 ／ ／ ／ 13 8 10 5 9 8

教育組織マネジメント ／ ／ ／ ／ ／ ／ 6 6 6 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 9 7 4 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 8 6 4

計 66 75 75 82 82 85 90 90 90 122 141 154 156 133 135 133 168 142 76 81 84 90 84 92 96 102 93

専攻
志願者 入学者定員
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資料５ 教育学研究科の現職教員数の推移 
 
 
 

162017142327171855現職教員（人）

931029692849084817665入学者数（人）

90909085828275756666入学定員（人）

H18H17H16H15H14H13H12H11H10H9年度

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



資料６ 岡山県教育委員会年齢別教員数 
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         （平成 18 年 5 月現在、校長・教頭・教諭を含む ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



資料７ デマンドサイドとの密接な連携と学部教育の充実を 

           基盤とした教職大学院構想 
 
 

学部教育による
学生の基礎的・基本
的な資質能力の基盤
づくり

教員養成コア・カリキュラム
・教育実習･体験的授業科目をコアにし、

授業科目を有機的に配置
・教育実践力を四つの力で育成

学習指導力・生徒指導力
コーディネート力
マネジメント力

積上型の教育実習の実施
附属校園と市立協力校園によ
る学校内の教育実習
学校教員インターンシップ

学校内外の体験科目の充実
・ボランテｲア体験科目
・フロンテｲアチャレンジ

など各種インターンシップ
・教職課程外活動とのリエゾン

学部教育
における実
績の積み
重ね

教職実践演習

卒業 研究

大学院修士課程
目的：学校教育に関する理論と実践を教授研
究し，専攻毎の教育研究分野における深い学
問的知識と高度の研究能力を育成し、教科や
教育理論に優れた指導力を持つ高度専門職
業人である教員の養成と、研究における高度
の専門性と実践的視野を兼ね備えた研究者の
養成を目的とする。

教職大学院
目的：学校教育に関する理論と実践を教授
研究し、今後の学校教育に必要な知識・技
術を身につけ、今日的教育課題や教育事
象について、実践と理論との架橋･往還･融
合を通して高度にマネジメントし遂行できる
高度教育実践力を育成し、専ら高度専門
職業人である教員の養成と研修のための
教育を行なうことを目的とする。

学部教育の充実

教育学研究科の再編と教育･研究の一層の充実

学
校
現
場
・
教
育
委
員
会

デマンドサイド
と の 密 接 な 連
携と協働による
理 論 と 実 践 の
融 合 に基づ い
た豊かな教育コ
ンテンツの開発

既存の
修士課
程の見
直 し と
相互補
完

学部教育による
学生の基礎的・基本
的な資質能力の基盤
づくり

教員養成コア・カリキュラム
・教育実習･体験的授業科目をコアにし、

授業科目を有機的に配置
・教育実践力を四つの力で育成

学習指導力・生徒指導力
コーディネート力
マネジメント力

積上型の教育実習の実施
附属校園と市立協力校園によ
る学校内の教育実習
学校教員インターンシップ

学校内外の体験科目の充実
・ボランテｲア体験科目
・フロンテｲアチャレンジ

など各種インターンシップ
・教職課程外活動とのリエゾン

学部教育
における実
績の積み
重ね

教職実践演習

卒業 研究

大学院修士課程
目的：学校教育に関する理論と実践を教授研
究し，専攻毎の教育研究分野における深い学
問的知識と高度の研究能力を育成し、教科や
教育理論に優れた指導力を持つ高度専門職
業人である教員の養成と、研究における高度
の専門性と実践的視野を兼ね備えた研究者の
養成を目的とする。

教職大学院
目的：学校教育に関する理論と実践を教授
研究し、今後の学校教育に必要な知識・技
術を身につけ、今日的教育課題や教育事
象について、実践と理論との架橋･往還･融
合を通して高度にマネジメントし遂行できる
高度教育実践力を育成し、専ら高度専門
職業人である教員の養成と研修のための
教育を行なうことを目的とする。

学部教育の充実

教育学研究科の再編と教育･研究の一層の充実

学
校
現
場
・
教
育
委
員
会

デマンドサイド
と の 密 接 な 連
携と協働による
理 論 と 実 践 の
融 合 に基づ い
た豊かな教育コ
ンテンツの開発

既存の
修士課
程の見
直 し と
相互補
完

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



資料８ 教職大学院に関するアンケート結果 

2005.9.実施
岡山県下 現職校長（n=492）

現職教頭（n=536）

（１） スクールリーダー養成教育でもっとも望ましい形態は何か

（２） 岡山県に教職大学院・現職教員コースが設置された場合、教員に入学
をすすめたい。

現職校長

教職大学院
33.1％

行政研修
26.2％

現職教頭

現職校長 現職教頭

教委・ｾﾝﾀｰへの派遣

18.1％

自主研修9.6％

現行大学院で
の研修 6.7％

その他4.7％

行政研修
25.6％

教委・ｾﾝﾀｰへの派遣

16.2％

自主研修8.8％

現行大学院で
の研修 5.4％

その他4.5％

非常にそう思う
13.6％

かなりそう思う
57.3％

あまり思わない
22.4％

ほとんど思わ
ない 3.7％ 非常にそう思う

11.4％

かなりそう思う
58.2％

あまり思わない
24.8％

ほとんど思わ
ない 3.5％

（３）授業科目「教育課程の編成と実施」は重要である

現職校長 現職教頭

非常にそう思う
14.4％

かなりそう思う
58.1％

あまり思わない
22.8％

ほとんど思わ
ない 2.2％ 非常にそう思う

12.5％

かなりそう思う
57.6％

あまり思わない
25.2％

ほとんど思わ
ない 3.4％

教職大学院
37.9％

 
 



現職校長 現職教頭

（４）授業科目「教科の指導法」は重要である

非常にそう思う
22.0％

かなりそう思う
52.8％

あまり思わない
21.3％

ほとんど思わ
ない 1.8％

非常にそう思う
20.9％

かなりそう思う
56.7％

あまり思わない
19.6％

ほとんど思わ
ない 1.7％

（５）授業科目「生徒指導と教育相談」は重要である

現職校長 現職教頭

非常にそう思う
35.8％

かなりそう思う
50.8％

あまり思わない
10.4％

ほとんど思わ
ない 1.0％

非常にそう思う
37.5％

かなりそう思う
52.6％

あまり思わない
7.8％

ほとんど思わ
ない 0.9％

（６）授業科目「学級経営と学校経営」は重要である

現職校長 現職教頭

非常にそう思う
43.3％

かなりそう思う
46.7％

あまり思わない
6.9％

ほとんど思わ
ない 1.0％

非常にそう思う
36.0％

かなりそう思う
53.9％

あまり思わない
7.6％

ほとんど思わ
ない 1.1％

 
 
 



資料９ 教員の職能発達に対応した教育課程の考え方 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



資料 10 教育実践研究を柱としたカリキュラム構造（新卒院生） 
    －自ら課題を発見・解決・探究・言語化する能力の育成― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



資料 11 教育実践研究を柱としたカリキュラム構造（現職教員） 
    －自ら課題を分析・提案・検証・言語化する能力の育成― 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



資料 12 教育実践研究の体系化とねらい 
ー学部新卒者と現職院生の能力差を考慮した教育実践研究のプロセスー 

     

 
 
 
 

 
 
 
 
 



資料 13 地域協働学校を共通のフィールドに多角的な視点で 

<< 共通科目でリアリティのあるケーススタディ >> 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



資料 14 共通科目（2２単位）のカリキュラム一覧 

 
 

担当者名

（代表）

教育課程編成の実践と課題 住野好久
 学校における教育課程の位置づけ、構成要素、編成方法及び構成
要素相互間の関連のあり方について理解するとともに、教育課程の
内容・編成方法・経営を改善する力量を身に付ける。

特色ある教育課程の実践と
課題

小野擴男
 特色ある教育課程の必要性を理解し、その現状を把握するととも
に、特色ある教育課程の内容・編成方法・経営について最新の理論
及びその実際を学ぶ。

学習指導の実践と課題 寺澤孝文

 子どもたちの実態に即した学習指導の基本原理を理解するととも
に、新たな研究成果を踏まえ、教科横断的な指導法を実践事例に
基づき検討する。指導と評価が融合した学習指導のあり方を理解
し、具体的なモデル実践やモデル授業を実施するための知識・技能
を修得する。

授業の指導計画と教材開発 黒崎東洋郎

 教科指導における授業計画の構造、授業計画の作成方法、教材研
究の構造、教材開発の方法等について、教科横断的に検討する。
その検討を通して、指導計画と教材開発の汎用的なポイントを理解
して、他の教員と共有できる基本的スキルを獲得する。

生徒指導と学校カウンセリン
グの実践と課題

住野好久

 子どもたちの社会的・情緒的発達と今日の生徒指導をめぐる諸課
題について理解を深めるとともに、生徒指導の代表的な指導方法
（カウンセリング、集団づくり、保護者・関係機関との連携等）につい
て熟知し、学校における組織的な生徒指導の実践力を高める。

特別支援教育の実践と課題 仲矢明孝
 通常学校における障害のある子どもの支援、通常学級における軽
度発達障害の子どもの支援に関して、主に組織的な校内支援と個
別的支援の方法について学習する。

学級・学年・学校経営の実践
と課題

佐藤博志
 学校に経営的発想がなぜ必要なのかを解説した後、学級・学年・学
校経営のシステム、理論、分析の視点を説明する。さらに、学級・学
年・学校経営の実践事例を検討し、課題を探求する。

学校保健・学校安全とリスク
マネジメント

田嶋八千代

　学校保健・学校安全とリスクマネジメントに関する総合的理解をも
とに、具体的な事例研究や実地調査に基づいて事前事後を含めた
対応策について追究し，学校保健安全計画立案や安全指導、学校
保健・学校安全のリスクマネジメントについて学ぶ。

学校教育の役割と教師の職
能成長

淵上克義

　明治以降の近代日本社会における学校及び学校教育の位置づけ
と役割について歴史的・制度的に理解すると共に、現代社会におけ
る学校教育の諸問題について考察する。さらに、社会における教師
の役割を理解し、教師の職能成長について教育学的、心理学的、及
び社会学的視点から総合的に学ぶ。

学校とコミュニティ 熊谷愼之輔
　「開かれた学校づくり」に向けての学校・家庭・地域の連携の構築
に関して、社会教育・生涯学習の観点から学習する。学校と地域が
連携した実践事例を検討し、課題を探求する。

教育実践研究
に関する領域

教育実践研究の方法 淵上克義

　教育実践研究を行うために必要となる様々な研究方法について、
その理論と実際を学ぶ。扱う内容は、地域診断、質問紙調査、事例
研究、フィールドワーク、アクションリサーチ、エスノグラフィーなどで
ある。

学校教育と教
員の在り方に
関する領域

学級経営・学校
経営に関する
領域

教育課程の編
成・実施に関す
る領域

教科等の実践
的な指導方法
に関する領域

生徒指導・教育
相談に関する
領域

領域 授業科目名 内容等

 
 
 
 
 



資料 15 選択科目（１８単位）のカリキュラム一覧 

 

 担当者名

（代表）

授業分析技術とその応
用

小野擴男
　全教科・学校種に共通する授業実践を分析・評価するための技術を
事例の分析を通して習得する。

学習意欲を高める学習
指導

寺澤孝文
　学習意欲を高めるための指導法として、子どもの微細な学力の変化を
とらえる評価、学習効果の可視化、実体験と授業の融合をとりあげ、そ
れぞれの理論基盤を理解し、実践力をつける。

教材開発と授業デザイ
ン

橋ヶ谷佳正
　教材と授業との関係という視点から授業分析を行い、教材と授業との
関係を理解するとともに、教材開発および授業デザインの実際を通し、
授業の構成・立案や授業のあり方について考察する。

授業実践におけるプレ
ゼンテーション力

橋ヶ谷佳正

　新しい授業形態や教師間の授業研究・支援・情報交換等での活動を
想定し、意味・内容と視覚表現との関係を視覚伝達デザインの視点から
考え、プレゼンテーションの理論と表現スキル（情報機器を含む）を習得
する。

特別支援教育における
授業づくり

仲矢明孝
　特別支援学級や特別支援学校の授業において、子どもと教師が教材
を介して意味のあるやりとりを展開できるようにするための具体的な手
立てについて学習する。

子ども分析と学級経営 中尾道子
　子どもの実態を分析的かつ総合的・全体的に把握し、それにもとづい
て、学級の子ども集団をより自主的・自治的な集団へと発展させていく
方法について学ぶ。

特別活動とキャリア教育
の実際

笠原和彦

　特別活動、主に学校行事、児童会・生徒会活動、クラブ・部活動を実
践していく上で、必要な実践力について、事例を通して身につける。さら
に、小学校からの系統的なキャリア教育と進路指導の目標・内容・方法
等について事例を通して学ぶ。

生徒指導と子どもの健
康課題

住野好久
　いじめ、自殺、性の逸脱行動、心身症等、多様化する子どもの発達課
題や健康課題について総合的に理解し、事例研究等を通して適切な生
徒指導に取り組む実践力を身につける。

校外体験活動の実践研
究

橋ヶ谷佳正
　幼児・児童を対象とした地域における様々な体験活動実践を通して、
子どもや保護者への理解の視野を拡げると共に、地域と連携した教育
を実践する基礎的力を養う。

教育相談の技術と実践 渡辺淳一
　カウンセリングマインドの理解の上に、教育相談の基礎的技術、教育
相談にかかわる専門職との連携、教師の役割などについて、事例の分
析とロールプレイを通して学ぶ。

問題行動にかかわるア
セスメントと支援プログラ
ムの開発

仲矢明孝
　問題行動のとらえ方、行動アセスメント等の技法、アセスメントに基づ
く支援プランの作成方法、支援プランの実施方法について学習する。

スクールリーダーと組織
開発

渕上克義

　学校組織の改善を目的とした組織開発に関わる諸問題について、組織の構造
的側面と成員の社会的行動・心理的側面について、これまでの実証的研究成果
をもとにしながら解説する。さらに学校の組織開発を促進するための管理職の
リーダーシップの在り方についても解説する。

学校経営戦略と評価 佐藤博志
　学校の経営戦略と評価について政策的な検討を行い、次に、実践事
例の分析を行う。

校内研修のマネジメント 佐藤博志

　校内研修のマネジメントについて理論的な検討を行い、次に、実践事
例の分析を行う。さらに、受講生が校内研修の企画書を作成し、報告す
る。これらのことを通して、校内研修に関する専門的な力量を向上す
る。

教師の職能成長とコーチ
ング

淵上克義
　教師の職能成長に関わる諸問題について、力量形成、力量形成を促
進する対人関係・組織特性、メンタルヘルスの観点から、これまでの実
証的研究成果をもとにしながら解説する。

教育法規実践研究 高瀬　淳
　教育法規の論点について解説するとともに、学校で起こり得る様々な
課題について、事例や判例を用いて、教育法規の観点から検討する。

学校危機管理の方法論 宮野正司

　学校危機管理の方法論について、実践事例を参照しながら検討す
る。さらに、受講生が学校現場で学校危機管理に関するマニュアルと行
動計画を作成し、報告する。これらのことを通して、学校危機管理に関
する専門的な力量を向上する。

教育実践研究Ⅰ
（課題発見）

橋ヶ谷佳正

　新卒院生必修。地域協働学校の課題発見実習で、教育課題や教員の自己課
題をアクションリサーチしながら教員としての自己分析に取組む。さらに模擬授
業等を通して、教員と院生が共同分析を行い、院生それぞれの自己課題を明確
化することで課題発見を行なう。その上で、課題解決実習の目標を設定するとと
もに、PDCAサイクルで実践から評価していくプロセスを整理し言語化し、１年後
期の教育実践研究Ⅱ（課題解決）につなげる。

教育実践研究Ⅱ
（課題解決）

橋ヶ谷佳正

　新卒院生必修。教育実践研究Ⅰ（課題発見）の成果を踏まえた課題解決実習
における院生それぞれの自己課題解決の実践の評価をPDCAサイクルで振り返
り、教職員と連携して学校における教育課題解決につなぐ意識を育てる。続い
て、地域協働学校以外の学校でのフィールドワークを通して新たな、自己課題の
克服訓練を行なう。その後２年次の教育実践研究Ⅲ（課題探究）における実践計
画の準備を行なう。

教育実践研究Ⅲ
（課題探究）

橋ヶ谷佳正

　新卒院生必修。１年次の教育実践研究Ⅰ（課題発見）および教育実践研究Ⅱ
（課題の成果）を踏まえて、連携協力校または赴任校で教育実践を行う。本講義
では、専任教員の中から選択した指導教員により週一回、課題探究実践の進捗
状況について、大学及び学校現場で定期指導を受ける。また前期には検討会と
中間報告会を、後期には検討会と最終報告会を開催し、指導教員と履修院生の
全員参加による議論と成果発表会を開催する。最終的に課題探究のプロセスを
ケース記述し教育実践研究報告書を作成する。

教育実践研究Ⅰ
（課題分析）

淵上克義

　現職院生必修。現職院生がこれまでの経験から取組みたいと考える課題とそ
の提案理由について、共通科目や連携協力校におけるフィールドワークを通し
て、多角的に分析を行なう。教員や他の院生からの指摘を得ながら、課題の本
質を見極める作業を行なう。加えて自己課題の分析も行い、１年後期の教育実
践研究Ⅱ（課題提案）につなげる。

教育実践研究Ⅱ
（課題提案）

淵上克義

　現職院生必修。教育実践研究Ⅰ（課題分析）で得られた課題分析の成果から
課題解決の方向性を明確化し、現任校にいくつかの改善計画を提案し、現任校
の教職員と協働して次年度の年度計画に組み入れるように目標と改善計画を具
体的に作成する。２年次の教育実践研究Ⅲ（課題検証）における評価の準備を
行なう。

教育実践研究Ⅲ
（課題検証）

淵上克義

　現職院生必修。１年次の教育実践研究Ⅰ（課題分析）および教育実践研究Ⅱ
（課題提案）で検討した目標と改善計画に基づいて、現任校の課題を解決・実践
する。本講義では、専任教員の中から選択した指導教員により週一回、課題解
決実践の進捗状況について、大学及び現任校で定期指導を受ける。また前期に
は検討会と中間報告会を、後期には検討会と最終報告会を開催し、指導教員と
履修院生の全員参加による議論と成果発表会を開催する。最終的に課題解決
のプロセスをケース記述し教育実践研究報告書を作成する。

教育実践研究
に関する科目
群

学校経営に関
する科目群

生徒指導・学
級経営に関す
る科目群

領域 授業科目名 内容等

教育課程・授
業力育成に関
する科目群

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 16－１ 学校における実習（10 単位）の意義とその位置づけ 

 
 

 

学校における実習

共通科目5領域

教育課題についての理
論・技術を体系的に学ぶ

自ら企画立案した解決
策を検証する場

学んだ理論・技術を実務的
な経験を通して融合する場

フィールド
現任校

フィールド
連携協力校等

フィールド
現任校フィールド

連携協力校等

選択科目
職能発達に応じた学習ニーズに
沿って専門性の育成を図る

教育実践研究
自ら企画立案し実践・評価検証する

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 16－２ 学校における実習（10 単位）の内容と評価 

 目 標・内容   具体的内容    実習の評価 

 
課題

発見

実習 

大学教員、並びに実習校の指導教

員の指導のもと、地域協働学校等

で教科指導・生徒指導、学級経営・

学年経営等の教育活動全般にわた

って参画し、体験・調査して、解

決すべき自己教育課題を発見する

とともに、学校における教育課題

について体系化した分析を行な

う。 

・実習校の職員会議、学年会議等

に参加し、学校・学年・学級目標、

学校の取組方針を調査する。 

・現場教師の取組のシャドウング

実習により、行動観察記録をとり、

これをもとに学校や教員の教育課

題は何かを追究する。 

・体験・調査した結果をリフレク

ションし、自己教育課題を発見し

学校課題を分析する。 

行動観察記録をもとにレ

ポート「私の自己教育課

題」を作成して発表させ、

院生、実習協力校教員、

実習担当大学教員の 3 者

で、臨床知に基づく自己

教育課題であるかどうか

を評価し、必要に応じて

メンタリング指導する。

 

課題

解決

実習 

「課題発見実習」と「教育実践研

究Ⅰ」の成果をもとに、大学教員、

並びに実習校の指導教員の指導の

もと、地域協働学校または現任校

等実習校で取り組む実践的な課題

について、解決策と実施計画を立

案し、それを実地に検証する実習

である。主体的に教育計画の立案

を行い実施し、学校運営に関わる

活動など幅広く学校教育活動に参

画し、責任を持って課題解決する

力を身に付ける。 

・前もって作成した課題解決実習

で取り組む実践的課題の４週間の

課題解決実習の行動計画につい

て、指導教員の指導を受ける。 

・経営案を作成し、経営案に即し

てホームルーム経営、生徒主体の

体育祭、文化祭を通した集団経営、

学力向上を図る授業経営等を教育

実践し、マイケーススタディーと

して実践記録に残していく。 

・成功例、失敗例の原因を分析究

明し、これからの自分の教育実践

や学校の教育力向上に役立てるた

めにケーススタディのデジタルポ

ートフォリオを作成する。 

・1 週目、2 週目、3 週目、

4 週目とステップアップ

して自己教育課題を解決

する具体的な方策が為さ

れたか否かについて、実

習校・大学教員との協働

で評価・指導する。 

・経営案や授業設計に即

して教育実践し、課題解

決の成果を実証的に検証

したか否かを「マイケー

ススタディー」によって、

評価・指導する。 

・デジタルポートフォリ

オを評価・指導する。 

イン

ター

ンシ

ップ

実習 

教師としての実践的な指導力の

強化を図るため、大学教員、並び

に実習校の指導教員の指導のも

と、特に特別活動や特別支援を必

要とする子どもなど多面的な子ど

も理解を深め、相互に関わり交流

する中で記録や省察を行う。 

また、保護者や教職員、他機関と

の連携の大切さを実感的に理解さ

せる。 

・特別支援を必要とする子どもや

部活指導への教員の関わり方につ

いてシャドウング実習で理解し、

観察記録を「インターンシップ実

習記録」に残す。 

・特別支援の教育活動、部活指導

を TT 指導で行い「インターンシ

ップ実習記録」に残す。 

・保護者や地域等との連携協力活

動に参加し、連携の大切さを実感

的に理解する。 

・インターンシップレポ

ートをもとに、子ども理

解や保護者との連携の大

切さを実感的に理解した

かどうかを、実習校・大

学教員との協働で評価・

指導する。 



資料 17 専任教員組織 

 

氏　　名 年令 職名 主な担当授業科目 専　門　分　野 学歴 その他(主な職歴等)

小野　擴男 60 教　授

(共)特色ある教育課程
の理論と実践
(選)授業分析技術とそ
の応用

教育課程
広島大学大学院教育学研究科修士課程修了
広島大学大学院教育学研究科博士課程単位
取得退学

島根大学教育学部6年6月、奈良教育大学教育学部17年、
岡山大学教育学部5年
岡山大学大学院カリキュラム開発専攻専任教員

橋ヶ谷佳正 55 教　授

(選)教材開発と授業デ
ザイン
(選)授業実践における
プレゼンテーション

授業開発学
大阪芸術大学芸術学部卒業
京都市立芸術大学美術専攻科修了

京都市立芸術大学非常勤講師2年、大阪芸術大学非常勤講師20
年、岡山大学教育学部15年、岡山大学大学院教育組織マネジメン
ト専攻専任教員

渕上　克義 49 教　授

(共)学校教育の役割と
教師の職能成長
(選)教師の職能成長と
コーチング、スクール
リーダーと組織開発

組織開発学
九州大学大学院教育学研究科修士課程修了
九州大学大学院教育学研究科博士後期課程
単位取得退学

鹿児島大学教育学部附属教育実践研究指導ｾﾝﾀｰ8年6月、岡山大学
大学院教育学研究科9年
岡山大学大学院教育組織マネジメント専攻専任教員

寺澤　孝文 44 教　授

(共)学習指導の実践と
課題
(選)学習意欲を高める
学習指導

学習心理
筑波大学大学院博士課程心理学研究科心理
学専攻修了

筑波大学心理学系2年6月、岡山大学教育学部10年6月
岡山大学大学院カリキュラム開発専攻専任教員

住野　好久 43 教　授

(共)教育課程編成の理
論と実践、生徒指導と
学校カウンセリングの
実践と課題
(選)子ども分析と学級
経営

教育課程・生徒指導

広島大学大学院教育学研究科教育学専攻博
士課程前期修了
広島大学大学院教育学研究科教育学専攻博
士課程後期単位取得退学

香川大学教育学部附属教育実践総合ｾﾝﾀｰ7年、岡山大学教育学部7
年
岡山大学大学院カリキュラム開発専攻専任教員

高瀬　　淳 41 准教授 (選)教育法規実践研究 教育行政
広島大学大学院博士後期（教育行政学専
攻）単位取得満期退学

藤女子大学人間生活学部7年

佐藤　博志 38 准教授

(共)学級・学年・学校
経営の実践と課題
(選)学校経営の戦略と
評価、校内研修のマネ
ジメント

学校経営

青山学院大学大学院文学研究科教育学専攻
博士前期課程修了
筑波大学大学院博士課程教育学研究科教育
基礎学専攻退学

筑波大学教育学系2年、長崎大学ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝｾﾝﾀｰ2年、岡山大学大学
院教育学研究科4年

熊谷　愼之輔 37 准教授
(共)学校とコミュニ
ティ

生涯教育
広島大学大学院教育学研究科博士課程前期
修了

島根大学生涯学習教育研究ｾﾝﾀｰ2年2月、岡山大学教育学部6年
岡山大学大学院教育組織マネジメント専攻専任教員

田嶋　八千代
(実務家教員）

61 教　授

(共)学校保健・学校安
全とリスクマネジメンﾄ
(選)生活指導と子ども
の健康課題

学校保健
学校安全

埼玉県立養護教諭養成所
養護教諭30年、埼玉県指導主事4年、文部科学省教科調査官等3
年、  高校校長4年,岡山大学大学院養護教育専攻専任教員1年

黒﨑　東洋郎
(実務家教員）

57 教　授
(共)授業の指導計画と
教材開発
(選)教材活用のスキル

教師教育・授業実践 岡山大学教育学部卒
小学校教諭21年、岡山市教委指導主事2年、岡山大学教育実践総
合センター11年
岡山大学大学院カリキュラム開発専攻専任教員

仲矢　明孝
(実務家教員）

54 教　授

(共)特別支援教育の実
践と課題
(選)特別支援教育にお
ける授業づくり、問題
行動機能アセスメント
と包括的行動支援プロ
グラムの開発

特別支援教育 神戸大学教育学部特殊教育科
小学校教諭4年、岡山県立養護学校教諭4年、岡山大学教育学部附
属養護学校教諭14年、同校主事5年、同校副校長3年

山﨑　光洋
(実務家教員）

県教委との交流人事
49 講師

(共)教育課程編成の実
践と課題
(選)教材開発と授業デ
ザイン

授業実践 岡山大学教育学部卒
小学校教員21年、岡山県総合教育センター教科教育部指導主事5
年

渡邉　淳一
(実務家教員）

県教委との交流人事
49 准教授

(共)生徒指導と学校カ
ウンセリング
(選)教育相談の技術と
実践

教育相談・生徒指導 兵庫教育大学大学院修了，臨床心理士 中学校教員19年、岡山県教育センター指導主事7年

中尾　道子
(実務家教員）

56
教授

（特任）
(選)特別活動の実際、
子ども分析と学級経営

学級経営・特別活動 岡山大学教育専攻科保健体育専攻卒
小学校教諭28年、小学校教頭2年、特別支援コーディネーター、
岡山市小体連研修部長
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資料１８ 教員の定年に関する関係諸規程等

国立大学法人岡山大学職員就業規則 (抜粋)

平成１６年４月１日

岡大規則第１０号

改正 平成１６年１０月２９日規則第３４号

平成１７年 ３月２４日規則第 ３号

平成１７年 ９月２２日規則第 ７号

平成１８年 ３月３０日規則第１２号

平成１９年 ３月３０日規則第１７号

第１章 総則

（職員の区分及び職種）

第２条 法人の職員の区分及び職種は，次の各号に掲げるとおりとする。

一 常勤職員

イ 一般職員

事務職員，技術職員，図書職員，技能職員，労務職員

ロ 教育職員

教授，准教授，講師，助教，助手，教頭，教諭，養護教諭

ハ 医療職員

医療技術職員，看護職員

二 再雇用職員（第２０条の規定により再雇用された職員）

三 非常勤職員

事務補佐員，技術補佐員，技能補佐員，臨時用務員，非常勤講師，非常勤研究員，

， ， ， （ ），ティーチング・アシスタント リサーチ・アシスタント 医員 医員 レジデント

医員（研修医 ，学校医，学校歯科医，学校薬剤師）

四 契約職員

外国人研究員，特別契約職員

２ 前項各号に定める職種以外の職種が必要な場合は，別に定めることができる。

（適用範囲等）

第３条 本規則は，前条第１項第１号に掲げる職員に適用し，同項第２号から第４号まで

に掲げる職員の就業については別に定める。

第２章 人事

第６節 退職及び解雇

（定年）

第１８条 職員の定年は，年齢６０年とする。ただし，次に掲げる職員の定年は，それぞ

れ当該各号に定めるとおりとする。

一 教育職員（助手，教頭，教諭及び養護教諭を除く ） 年齢６５年。

二 労務職員 年齢６３年

２ 定年による退職の日（以下「定年退職日」という ）は，定年に達した日以後におけ。

る最初の３月３１日とする。

（定年による退職の特例）

第１９条 学長は，前条の規定にかかわらず，その職員の職務の特殊性又はその職員の職

務の遂行上の特別の事情からみて，その退職により業務の運営に著しい支障が生ずると

認められる十分な理由があるときは，１年を超えない範囲で定年退職日を延長すること

ができる。
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２ 前項の規定による定年退職日の延長は，３年を超えない範囲で更新することができる

ものとする。

国立大学法人岡山大学契約職員就業規則

平成１６年４月１日

岡大規則第１３号

改正 平成１７年３月２４日規則第 ３号

平成１８年３月３０日規則第１５号

平成１９年３月３０日規則第２０号

（目的）

， （ 。第１条 この規則は 国立大学法人岡山大学職員就業規則 平成１６年岡大規則第１０号

「 」 。） ，以下 職員就業規則 という 第２条第１項第４号に規定する契約職員の就業に関し

必要な事項を定める。

２ この規則に定めるもののほか，契約職員の就業に関する事項は，労働基準法（昭和

２２年法律第４９号。以下「労基法」という ，その他の関係法令及び諸規程の定め。）

るところによる。

（定義）

第２条 契約職員は，フルタイム勤務職員又は短時間勤務職員とする。

２ この規程で部局等とは，国立大学法人岡山大学の人事に関する権限の委任等に関する

規程（平成１６年岡大規程第５７号）第２条に規定する部局及び事務局をいう。

（職務）

第３条 契約職員の雇用及び業務は，次の各号に定めるとおりとする。ただし，特別に定

める場合を除き，教授会，研究科委員会，各種委員会などの大学運営には加わらないも

のとする。

一 外国人研究員は，特に高度な専門的知識及び研究業績を有する外国人を雇用し，共

同研究等に参画させる。

二 特別契約職員は，寄付金等の特別な経費に基づいて，又は経費にかかわらず大学に

おける教育・研究戦略上学長が特に必要と認める場合に，期間を定めて特別な専門的

知識又は実務経験等を有する者を雇用し，当該職種の業務に従事させる。

（遵守遂行）

第４条 法人及び契約職員は，それぞれの立場でこの規則を誠実に遵守し，その実行に努

めなければならない。

（雇用手続）

第５条 契約職員を雇用しようとする部局等の長は，事前に学長へ雇用計画書を提出し，

承認を得なければならない。

２ 契約職員の選考は，原則として公募によるものとし，所属部局等の教授会（教授会を

置かない組織にあっては，これに代わる機関）が行い，その選考結果に基づき，学長が

契約する。

３ 法人における契約職員の職務遂行に有益であり，かつ教育及び研究に支障がないと認

められる場合には，法人以外の職に在職のまま，又は自ら事業を営みつつ就任させるこ

とができる。

（任期）

第６条 契約職員の任期は，原則として１年以内とし，契約更新することができる。ただ

し，原則として満６５歳以上の者の雇用及び契約更新は行わないものとする。

２ 契約更新をしない場合（前項ただし書による場合を除く ）は，少なくとも３０日前。

までに更新しない旨を予告する。この場合において，契約職員が希望するときは，更新

しない理由について証明書を交付する。

（退職）
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第７条 契約職員が次の各号の一に該当した場合には，退職するものとする。

一 契約期間が満了した場合

二 次条の規定による退職の承認を得た場合

三 死亡した場合

（自己都合による退職）

第８条 契約職員は，契約期間中に自己の都合により退職しようとするときは，原則とし

て退職を予定する日の３０日前までに文書をもって願い出なければならない。なお，

， 。３０日前までに提出できない場合であっても １４日前までに提出しなければならない

（解雇）

第９条 契約職員が次の各号のいずれかに該当する場合には，解雇するものとする。

一 成年被後見人又は被保佐人となった場合

二 職員としての能力を著しく欠くと認められる場合

三 心身の故障のため職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えられないと認められる

場合

四 業務上やむを得ない都合による場合

（解雇予告）

第１０条 前条の規定により契約職員を解雇する場合は，少なくとも３０日前に予告する

か，又は労基法第１２条に規定する平均賃金の３０日分を支払う。ただし，予告の日数

は，平均賃金を支払った日数に応じて短縮することができる。

（退職証明書）

第１１条 学長は，退職又は解雇された者（解雇の予告を受けた場合を含む ）が，退職。

証明書の交付を請求した場合は，遅滞なくこれを交付する。

２ 前項の証明書に記載する事項は次のとおりとする。

一 雇用期間

二 業務の種類

三 法人における地位

四 給与

五 退職の事由（解雇の場合は，その理由）

３ 証明書には，前項の事項のうち，退職又は解雇された者が請求した事項のみを記載す

るものとする。

（勤務時間）

第１２条 契約職員の勤務時間は，次の各号に掲げるとおりとする。

一 フルタイム勤務職員の勤務時間は，常勤職員の例に準じ，１週間につき４０時間，

１日につき８時間の範囲内で所属する部局等の長が定めるものとする。

二 短時間勤務職員の勤務時間は，１週間につき３２時間，１日につき８時間の範囲内

で所属する部局等の長が定めるものとする。

（休日及び勤務時間の割振り）

第１３条 契約職員の休日は４週間ごとの期間につき８日以上とする。

２ 前項に掲げるもののほか，次の各号に定める日を休日とする。

一 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日

二 １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に定める休日を除く ）。

３ 学部等の長は，第１項の期間につき，前条に規定する勤務時間を超えない範囲内にお

いて，常勤職員の例に準じて勤務時間を割振り，書面を交付することにより通知するも

のとする。

（休暇）

第１４条 契約職員の病気休暇，特別休暇，年次有給休暇は常勤職員の例に準じて取り扱

うものとする｡

２ 前項の規定にかかわらず，短時間勤務職員の一の年（１月１日から１２月３１日まで

の一暦年）における年次有給休暇の日数は，その者の当該年における在職期間に応じ，

１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間数が同一である短時間勤務職員に
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， ，あっては 別表第１の下欄に掲げる１週間の勤務日の日数の区分ごとに定める日数とし

上記以外の短時間勤務者にあっては別表第２の下欄に掲げる１週間当たりの勤務時間の

区分ごとに定める日数とする｡

（休暇の単位)

第１５条 契約職員の休暇の付与単位は，病気休暇，特別休暇については１日，半日又は

１時間とする｡

２ 年次有給休暇のフルタイム勤務職員に対する付与単位は，１日又は半日単位とする｡

ただし，労基法第３９条の規定に定める日数を超えて付与する休暇については，１時間

を単位とすることができる。

３ 年次有給休暇の短時間勤務職員に対する付与単位は，１日とする｡

（育児休業又は育児部分休業）

第１６条 契約職員は，学長に申し出て育児休業又は育児部分休業を取得することができ

る。

２ 育児休業又は育児部分休業の対象者，期間及び手続等の必要事項については，国立大

（ ） 。学法人岡山大学職員の育児休業等に関する規程 平成１６年岡大規程第１５号 による

（介護休業又は介護部分休業）

第１７条 契約職員の家族で傷病のため介護を要する者がいる場合は，学長に申し出て介

護休業又は介護部分休業を取得することができる。

２ 介護休業又は介護部分休業の対象者，期間及び手続等の必要事項については，国立大

（ ） 。学法人岡山大学職員の介護休業等に関する規程 平成１６年岡大規程第１６号 による

（給与）

第１８条 契約職員の給与は，その者の有する大学卒業後の経過年数により，別表第３に

掲げる俸給月額とする。

２ 前項にかかわらず，短時間勤務職員の俸給月額は，前項による俸給月額に，その者の

１週間当たりの勤務時間を４０で除して得た数を乗じて得た額とする｡なお，この場合

１００円未満の端数は，切り捨てるものとする。

（諸手当）

， ， 。 ，第１９条 契約職員には 常勤職員の例に準じて 次に掲げる諸手当を支給する ただし

外国人研究員には第１号及び第３号から第５号の手当，短時間勤務職員には，第３号か

ら第５号までの諸手当は支給しない。

一 地域手当

二 通勤手当

三 住居手当

四 期末手当

五 勤勉手当

（給与の計算期間及び支払日）

第２０条 期末手当及び勤勉手当以外の給与の計算期間は，当月１日から当月末日までと

し，毎月１７日（以下この項において「支給定日」という ）に支給する。ただし，支。

給定日が日曜日に当たるときは，支給定日の前々日に，支給定日が土曜日に当たるとき

は，支給定日の前日に，支給定日が国民の祝日に関する法律に規定する休日に当たると

きは，支給定日の翌日に支給する。

２ 期末手当及び勤勉手当は，６月３０日及び１２月１０日（以下この項において「支給

定日」という ）に支給する。ただし，支給定日が日曜日に当たるときは，支給定日の。

前々日に，支給定日が土曜日に当たるときは，支給定日の前日に支給する。

（給与の支給）

第２１条 この規則に基づく給与は，直接本人に現金で支払うものとする｡

２ 前項の規定にかかわらず，法令及び労基法第２４条の規定による協定により控除すべ

き金額がある場合には，給与から控除して支払う｡

３ 契約職員が申し出た場合は，給与の全部又は一部につき職員名義の預金又は貯金への

振込みによって支給することができる｡
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（退職手当の不支給）

第２２条 契約職員には，退職手当を支給しない。

（研究費等）

第２３条 契約職員の個人研究費及び旅費並びに個人研究室の利用については，常勤教員

に準じて，当該部局等の長と当該契約職員とで個別に協議の上決定するものとする。

（その他）

第２３条の２ 特別契約職員の就業については，別に定めることとし，第５条から第２１

条までの規定は，適用しない。

（職員就業規則の準用）

第２４条 この規則に定めのない事項については，職員就業規則を準用する。

附 則

１ この規則は，平成１６年４月１日より施行する。

２ 外国人教師のうち，平成１６年３月３１日に岡山大学に在職していた者については，

第２２条の規定にかかわらず，従前の例により退職手当を支給する。

附 則

この規則は，平成１７年４月１日から施行する。

附 則

１ この規則は，平成１８年４月１日から施行する。

２ 平成１７年度中に雇用契約し，引き続き平成１８年４月１日以降も在職する外国人研

究員の給与については，改正後の別表第３の規定にかかわらず，なお従前の例による。

附 則

この規則は，平成１９年４月１日から施行する。

特別契約職員の就業に関する要項

平成１９年３月３０日 学長裁定

（趣旨）

第１条 この要項は，国立大学法人岡山大学契約職員就業規則（平成１６年岡大規則第

１３号。以下「契約職員就業規則」という ）第２３条の２の規定に基づき，契約職員。

就業規則第３条第２号に規定する特別契約職員の就業に関し，必要な事項を定める。

（特別契約職員の種類）

第２条 特別契約職員の種類は，次の各号に掲げるとおりとする。

一 寄付金等の特別な経費に基づいて，国立大学法人岡山大学職員就業規則（平成１６

年岡大規則第１０号。以下「職員就業規則」という ）第２条第１項第１号に規定す。

る常勤職員に相当する職種に雇用する特別契約職員（次号に該当する者を除く。以下

「特別契約職員（常勤 」という ）） 。

二 大学における教育・研究戦略上学長が特に必要と認める場合に雇用する特別契約職

員（以下「特別契約職員（特任 」という ）） 。

２ 特別契約職員（常勤）は，フルタイム勤務職員とし，特別契約職員（特任）は，フル

タイム勤務職員又は短時間勤務職員とする。

（雇用経費）

第３条 前条第１項第１号の「寄付金等の特別な経費」とは，運営費交付金の常勤職員人

件費以外の経費をいう。

（職名）
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第４条 特別契約職員（常勤）の職名は 「特別契約職員」の次に職員就業規則第２条第，

１項第１号に掲げる相当職種の職名を付記したものとする。

２ 特別契約職員（特任）の職名は 「特別契約職員」の次に職員就業規則第２条第１項，

第１号に掲げる相当職種の職名及び「 特任 」を付記したものとする。（ ）

３ 前２項の適用において，職員就業規則第２条第２項の規定に基づき職種を別に定めた

場合の当該職種に対応する職名は，職員就業規則第２条第１項第１号に掲げる職名とみ

なす。

（任期，雇用・契約更新の上限年齢）

第５条 特別契約職員（常勤）の任期は，３年以内とし，契約更新することができる。た

だし，継続雇用期間は，最大６年以内とし，更新は，２回を限度とする。

（ ） ， ， 。 ，２ 特別契約職員 特任 の任期は ３年以内とし 契約更新することができる ただし

継続雇用期間は，最大９年以内とし，更新は，２回を限度とする。

３ 前２項の規定にかかわらず，原則として職員就業規則第１８条第１項に定める年齢以

上の者の雇用及び契約更新は行わない。ただし，特別な事情があると学長が認める場合

においては，この限りではない。

（勤務時間）

第６条 特別契約職員の勤務時間は，契約職員就業規則第２３条の２の規定にかかわらず

契約職員就業規則第１２条の規定を適用する。

２ 前項の規定により定められた勤務時間が，１日６時間を超えることとなる場合は，常

勤職員の例に準じて休憩時間を置くものとする。

（年次有給休暇）

第７条 フルタイム勤務職員の年次有給休暇は，常勤職員の例に準じて取り扱うものとす

る。

２ 短時間勤務職員の年次有給休暇及び付与単位は，契約職員就業規則第２３条の２の規

定にかかわらず，契約職員就業規則第１４条第２項及び第１５条第３項の規定を適用す

る。

（特別契約職員（常勤）の給与）

第８条 特別契約職員（常勤）の給与は，原則として常勤職員の例に準じた方法により決

定する。ただし，予算上の都合により，調整することができるものとする。

２ 特別契約職員（常勤）には，常勤職員の例に準じて諸手当（期末手当及び勤勉手当を

含む ）を支給するものとする。。

３ 特別契約職員（常勤）には，昇格及び昇給は行わないものとする。ただし，医学部・

歯学部附属病院において，職員就業規則第２条第１項第１号ハに規定する医療職員に相

当する職種に雇用する者については，常勤職員の例に準じて昇給させることができる。

（特別契約職員（特任）の給与）

第９条 特別契約職員（特任）の給与は，その者の学歴，免許・資格，雇用条件（担当業

務の内容・程度，勤務時間数等）等に基づき，他の職員との均衡を考慮しつつ予算の範

囲内で，月額給与として決定するものとする。

２ 特別契約職員（特任）には，前項に定める月額給与以外に，常勤職員の例に準じて通

勤手当を支給するものとする。

３ 特別契約職員（特任）には，昇格及び昇給は行わないものとする。

（勤務１時間当たりの給与額の算出）

第１０条 勤務１時間当たりの給与額は，第８条第１項又は第９条第１項で定めた給与額

を１６０で除して得た額とする。
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（職員就業規則の準用）

第１１条 前条までに規定するもののほか，特別契約職員には，職員就業規則第４条から

第１０条まで（第７条第１項ただし書きの規定を除く ，第１５条から第１７条まで，。）

第２３条から第３１条まで，第３３条から第４０条まで，第４２条から第４３条まで，

第４５条から第７８条までの規定を準用する。

２ 前項の規定にかかわらず，特別契約職員（特任）には，職員就業規則第２８条，第

２９条第２項及び第５０条の規定は準用しない。

３ 前２項の規定にかかわらず，短時間勤務職員には，職員就業規則第３９条，第５３条

第１項，第５５条及び第７４条の規定は準用しない。

附 則

１ この要項は，平成１９年４月１日から施行する。

（ ） （ 。 「 」２ 特別契約職員 常勤 の雇用に関する要項 平成１７年６月１日制定 以下 旧要項

という ）は，廃止する。。

（ ） ，３ この要項の施行の際現に旧要項の規定により雇用されている特別契約職員 常勤 は

この要項の規定により雇用されたものとみなす。

参考（特別契約職員への職員就業規則の準用）

（フルタイム） （短時間勤務）職 員 就 業 規 則 の 条 項 常 勤 特任 特任

第４条 ：権限の委任 ○ ○

第５条 ：法令との関係 ○ ○

第６条 ：遵守遂行 ○ ○

第７条 ：採用 第１項ただし書を除く ○ ○（ 。）

第８条 ：労働条件の明示 ○ ○

第９条 ：試用期間 ○ ○

第１０条：勤務成績の評定・評価 ○ ○

第１５条：休職 ○ ○

第１６条：退職 ○ ○

第１７条：退職願 ○ ○

第２３条：解雇 ○ ○

第２４条：解雇制限 ○ ○

第２５条：解雇予告 ○ ○

第２６条：退職後の責務 ○ ○

第２７条：退職証明書 ○ ○

第２８条：給与の種類 ○ ×

第２９条：給与の支払日 ○ ○ ( )第２項除く。

第３０条：給与の支給 ○ ○

第３１条：非常時の給与支給 ○ ○

第３３条：職務専念義務 ○ ○

第３４条：職務専念義務免除期間 ○ ○

第３５条：遵守事項 ○ ○

第３６条：職員の倫理 ○ ○

第３７条：ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ等に関する措置 ○ ○

第３８条：入講禁止又は学外退去 ○ ○

第３９条：兼業の制限 ○ ○ ×

第４０条：公職への立候補・就任 ○ ○

第４２条： ○ ○勤務時間及び勤務時間の割振り
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第４２条の２：休日 ○ ○

第４３条：週休日の振替 ○ ○

第４５条：休日の代休日 ○ ○

第４６条：事業場外の勤務 ○ ○

第４７条：時間外・深夜・休日勤務 ○ ○

第４８条：時間外勤務の休憩 ○ ○

第４９条：災害時の勤務 ○ ○

第５０条：宿日直勤務 ○ ×

（フルタイム） （短時間勤務）職 員 就 業 規 則 の 条 項 常 勤 特任 特任

第５１条：出勤簿 ○ ○

第５２条：有給休暇の種類 ○ ○

第５３条：年次有給休暇 ○ ○ ○( )第１項を除く。

第５４条：年次有給休暇の手続 ○ ○

第５５条：年次有給休暇の付与単位 ○ ○ ×

第５６条：病気休暇 ○ ○

第５７条：病気休暇の手続 ○ ○

第５８条：特別休暇 ○ ○

第５９条：特別休暇等の手続 ○ ○

第６０条：特別休暇等の付与単位 ○ ○

第６１条：育児休業又は育児部分休業 ○ ○

第６２条：介護休業又は介護部分休業 ○ ○

第６３条：知的財産等 ○ ○

第６４条：職員研修 ○ ○

第６５条：表彰 ○ ○

第６６条：表彰の方法 ○ ○

第６７条：懲戒 ○ ○

第６８条：懲戒手続等 ○ ○

第６９条：訓告等 ○ ○

第７０条：損害賠償 ○ ○

第７１条：安全衛生 ○ ○

第７２条：旅費 ○ ○

第７３条：能率増進計画 ○ ○

第７４条：宿舎利用基準 ○ ○ ×

第７５条：苦情処理 ○ ○

第７６条：業務上の災害補償 ○ ○

第７７条：通勤途上災害 ○ ○

第７８条：法人による補償 ○ ○

※ ○が付された規定を準用するものとする。

( 教 育 学 研 究 科 教 職 実 践 専 攻 )

調 専任等 ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

書 職 位 氏 名 採用根拠等

番 <就任(予定)年月>

号 区 分

ﾐﾔﾉ ﾏｻｼ 特別契約職員の就業に関する要項第５条第３項に基づく学長の

9 実専 教授 宮野 正司 承認
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(特任)

<平成20年4月>



資料 19－１ 履修モデル 
 
１）２年間在学モデル 
 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

一
年
次

二
年
次

共通科目　1４単位 共通科目　８単位

教育実践研究Ⅰ　2単位 教育実践研究Ⅱ 2単位

課題発見実習
課題解
決実習

選択科目　２単位 選択科目　8単位

教育実践研究Ⅲ　2単位 教育実践研究Ⅲ　2単位

インターンシップ実習 インターンシップ実習

 
 
２）１年間在学２年目１４条適用モデル 
 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

一
年
次

二
年
次

共通科目　14単位
単

共通科目　８単位

教育実践研究Ⅰ　2単位 教育実践研究Ⅱ 2単位

課題発見実習
課題解
決実習

選択科目　２単位

教育実践研究Ⅲ　2単位 教育実践研究Ⅲ　2単位

インターンシップ実習 インターンシップ実習

選択科目　８単位

 
 
 
 



３）夜間現職院生１４条適用モデル 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

一
年
次

二
年
次

共通科目　8単位
単

共通科目　８単位

教育実践研究Ⅰ　２単位 教育実践研究Ⅱ　2単位

選択科目　２単位 選択科目　８単位

教育実践研究Ⅲ　2単位 教育実践研究Ⅲ　2単位

共通科目　６単位

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 19－２ 育成する人材像と選択科目の履修モデル 

 
授業科目名

新人教員 中核的教員
（中堅教員）

中核的教員
（学校リーダー）

授業分析技術とその応用 〈○〉 ●

学習意欲を高める学習指導 ● 〈○〉

教材開発と授業デザイン ●

授業実践におけるプレゼン
テーション力 ● 〈○〉

特別支援教育における授業づ
くり 〈○〉 〈○〉

子ども分析と学級経営 ●

特別活動とキャリア教育の実
際 ● 〈○〉

生徒指導と子どもの健康課題 〈○〉 ●

校外体験活動の実践研究 〈○〉

教育相談の技術と実践 ●

問題行動にかかわるアセスメ
ントと支援プログラムの開発 〈○〉 〈○〉

スクールリーダーと組織開発 ●

学校経営戦略と評価 ●

校内研修のマネジメント 〈○〉 〈○〉

教師の職能成長とコーチング 〈○〉 ●

教育法規実践研究 〈○〉 〈○〉

学校危機管理の方法論 ●

教育実践研究Ⅰ
（課題発見） ●

教育実践研究Ⅱ
（課題解決） ●

教育実践研究Ⅲ
（課題探究） ●

教育実践研究Ⅰ
（課題分析） ● ●

教育実践研究Ⅱ
（課題提案） ● ●

教育実践研究Ⅲ
（課題検証） ● ●

　　　　  ● 印必修

　　　　〈○〉印選択必修

教育実践研究に関
する領域

教育課程・授業力育
成に関する科目群

生徒指導・学級経営
に関する科目群

学校経営に関する
科目群



資料 20 教職大学院設置に伴う教育学研究科再編改組 
 
 
 

学校教育専攻（10名）

障害児教育専攻（3名）

国語教育専攻（4名）

社会科教育専攻（8名）

数学教育専攻（4名）

理科教育専攻（10名）

音楽教育専攻（5名）

美術教育専攻（5名）

保健体育専攻（5名）

技術教育専攻（3名）

家政教育専攻（3名）

英語教育専攻（5名）

養護教育専攻（3名）

学校教育臨床専攻（9名）

ｶﾘｷｭﾗﾑ開発専攻（7名）

教育組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻（6名）

学校教育学専攻（学生定員6名）

発達支援学専攻（学生定員9名）

幼児教育コース（３）

特別支援教育コース（３）

養護教育コース（３）

教科教育学専攻（学生定員47名）

国語教育コース（４）

社会科教育コース（７）

数学教育コース（３）

理科教育コース（７）

音楽教育コース（5）

美術教育コース（5）

保健体育コース(5）

技術教育コース（3）

家政教育コース（3）

英語教育コース（5）

教育臨床心理学専攻（学生定員8名）

教職実践専攻（教職大学院）
学生定員20名

[旧] 16専攻 [新] 5専攻案

学校教育専攻（10名）

障害児教育専攻（3名）

国語教育専攻（4名）

社会科教育専攻（8名）

数学教育専攻（4名）

理科教育専攻（10名）

音楽教育専攻（5名）

美術教育専攻（5名）

保健体育専攻（5名）

技術教育専攻（3名）

家政教育専攻（3名）

英語教育専攻（5名）

養護教育専攻（3名）

学校教育臨床専攻（9名）

ｶﾘｷｭﾗﾑ開発専攻（7名）

教育組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻（6名）

学校教育学専攻（学生定員6名）

発達支援学専攻（学生定員9名）

幼児教育コース（３）

特別支援教育コース（３）

養護教育コース（３）

教科教育学専攻（学生定員47名）

国語教育コース（４）

社会科教育コース（７）

数学教育コース（３）

理科教育コース（７）

音楽教育コース（5）

美術教育コース（5）

保健体育コース(5）

技術教育コース（3）

家政教育コース（3）

英語教育コース（5）

教育臨床心理学専攻（学生定員8名）

教職実践専攻（教職大学院）
学生定員20名

[旧] 16専攻 [新] 5専攻案

 
 
 

 



資料 21  修士課程（改組後）と教職大学院の比較 
 

 岡山大学大学院教育学研究科 

事項・区分 修士課程（改組後） 専門職学位課程（教職大学院） 

制度目的 

 学校教育に関する理論と実践を教授研

究し、専攻毎の教育研究分野における深

い学問的知識と高度の研究能力を育成

し、教科や教育理論に高い専門性を持つ

高度専門職業人である教員と、研究にお

ける高度の専門性と実践的視野を兼ね備

えた研究者の養成を目的とする 

 学校教育に関する理論と実践を教授研究し、

今後の学校教育に必要な知識・技術を身につけ、

今日的教育課題や教育事象について、実践と理

論との架橋・往還・融合を通して高度にマネジ

メントし遂行できる高度教育実践力を育成し、

専ら高度専門職業人である教員の養成と研修を

行なうことを目的とする 

目指す 

人材像  

・教科や教育理論に優れた指導力を持つ

教員 

・学校教育に関わる高度な研究の専門性と

実践的視野を兼ね備えた研究者 

・修了直後から新しい学校づくりの有力な一員と

なりうる新人教員 

・地域や学校で指導的役割を果たしうる 

中核的教員 

学位 修士（教育学） 専門職学位（教職修士） 

修業年限 ２年 ２年 

修了要

件・教育課

程 

  修士論文、３２単位 

・共通基礎科目 

・専門基礎科目（コースワーク） 

・専門科目  

・課題研究 

教育実践研究報告の作成、50 単位 

・共通科目 22 単位 

・選択科目 18 単位 

・学校における実習 10 単位  

（免除される場合もある） 

専攻の 

立て方 

教育研究分野に基づく専攻設置 

  ・学校教育学専攻 

  ・発達支援学専攻 

  ・教科教育学専攻 

 ・教育臨床心理学専攻 

教職の職務に基づく科目設定 

  ・共通科目 

  ・選択科目 

      (教育課程・授業力育成､生徒指導・学級

       経営､発達支援教育､学校経営､課題研究)

 ・学校における実習 

教育課程

の特徴 

①コースワーク（専門基礎科目），

ならびに共通基礎科目の設定 

①課題意識形成のための科目 

     教育実践研究Ⅰの設定    

②教育に関する特定分野の 

    学問研究の体系的学習 

②教育課題への総合的・解決的力量形成の 

      ための横断的教育内容 

③高い専門性を培う豊富な専門科目を

提供する研究者による授業 

③実務家教員と教育研究者による協同授業方式

④講義・演習を中心にした 

   探究的・分析的アプローチ 

④ケースメソッドとフィールドワークによる 

      問題解決的アプローチ 

⑤修士論文作成による研究能力の育成 

  修士論文の成果は教育現場に還元する 

⑤実習と連動した教育実践研究による高度教育

実践力の育成 

⑥附属学校園等での実践研究を通して、

教育実践の視点を持った専門研究の基

盤を養う 

⑥課題に応じた豊富な実習校・連携協力校 

   研究指定校・地域協働学校・現任校等 

 

⑦国際性を推進する ⑦学校支援機能を持つ 

  

受験者の 

選択基準 

学部新卒と現職教員及び外国人留学生 

・知識、研究能力を確認する入試 

現職教員及び学部新卒 

・AO 入試方式 

両課程の 

関係 

相互補完 

理論に基づく実践による課題の解決 

実践の成果に基づく理論の再構築 

 



資料 22  新修士課程におけるカリキュラムの体系化 
     
    
 
 
 

 

発達支援研究特論Ⅱ
：発達支援の方法論

修士論文修士論文

１
年
後
期

２
年

１
年
前
期

課題
研究

４
単位

専門基礎科目１０単位
（コースワーク）

専攻・コースの教育目標に
応じた体系化

専門基礎科目８単位
（コースワーク）

専攻・コースの教育目標に
応じた体系化

コース別

発達支援研究
特論Ⅳ

：保育内容学

発達支援研究
特論Ⅲ

：幼児教育学

発達支援研究
特論Ⅳ

：保育内容学

発達支援研究
特論Ⅲ

：幼児教育学

発達支援研究
特論Ⅳ

：学校保健医科学

発達支援研究
特論Ⅲ

：養護実践学

発達支援研究
特論Ⅳ

：学校保健医科学

発達支援研究
特論Ⅲ

：養護実践学

専門
選択
科目
１８

単位
高度な
専門性
を培う
教育学

と
心理学
等に

関する
豊富な
選択
科目

の設定

専門
選択
科目
１６

単位
発達
支援
学の

専門性
を培う
豊富な
選択
科目

の設定

学校教育学専攻 発達支援学専攻

発達支援研究
特論Ⅴ

：実践研究

発達支援研究
特論Ⅴ

：実践研究

発達支援研究
特論Ⅴ

：実践研究

発達支援研究
特論Ⅴ

：実践研究

発達支援研究
特論Ⅴ

：実践研究

発達支援研究
特論Ⅴ

：実践研究

学校教育研究特論Ⅳ
：実践研究

学校教育研究特論Ⅰ
：基礎理論
（専攻単位）

学校教育研究
特論Ⅱ

：方法論（心理学）

学校教育研究
特論Ⅱ

：方法論（教育学）

学校教育研究
特論Ⅲ
：心理学

学校教育研究
特論Ⅲ
：教育学

発達支援研究
特論Ⅲ

：特別支援教育学

発達支援研究
特論Ⅳ

：特別支援実践学

発達支援研究特論Ⅰ
：発達基礎科学

（専攻単位）

中間発表会

中間発表会

中間発表会

修士論文 審査会

共通基礎科目２単位
全専攻共通。教育学研究科の使命・目的に即した高度専門的職業人としての公正な視点や職業倫理への意識付け，広い視野をえる学際的
教養を養う。「学校教育学に関する哲学や理念」「教職の倫理」を基本的内容に，下記の現代的課題を取り上げ，複数教員・学生に
よるディベート形式の授業を含め開講する。 ●学校教育と教師の成長 ●教育の現代的課題 ●子どもの発達と教育の役割

発達支援研究特論Ⅱ
：発達支援の方法論

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
 
 
 
 
 
 

 

１
年
後
期

２
年

１
年
前
期

課題
研究

４
単位

修士論文修士論文

専門基礎科目１０単位
（コースワーク）

専攻の教育目標に
応じた体系化

臨床心理面接
特論Ⅰ

専門
科目
１６

単位
高度な
専門性
を培う
教科

教育学
と教科
内容学

に
関する
豊富な
選択
科目

の設定

臨床心理査定
演習Ⅰ

臨床心理学
特論Ⅰ

専門基礎科目１０単位
（コースワーク）

専攻の教育目標に
応じた体系化

専門
科目
１６
単位

教育臨床
心理学

の
専門性
を培う
豊富な
選択
科目

の設定

教科教育学専攻
教育臨床心理学専攻

教科教育研究特論Ⅴ
：実践研究

教科教育研究
特論Ⅳ

：教科内容

教科教育研究
特論Ⅲ

：教科教育

教科教育研究特論Ⅱ
：方法論

教科教育研究特論Ⅰ
：基礎理論
（専攻単位）

分野別

コース別

共通基礎科目２単位
全専攻共通。教育学研究科の使命・目的に即した高度専門的職業人としての公正な視点や職業倫理への意識付け，広い視野をえる学際的
教養を養う。「学校教育学に関する哲学や理念」「教職の倫理」を基本的内容に，下記の現代的課題を取り上げ，複数教員・学生に
よるディベート形式の授業を含め開講する。 ●学校教育と教師の成長 ●教育の現代的課題 ●子どもの発達と教育の役割

修士論文 審査会

中間発表会

中間発表会

中間発表会

臨床心理
基礎実習

Ⅰ
（単位数：１）

臨床心理
基礎実習

Ⅱ
（単位数：１）

臨床心理
応用実習
Ⅰ（2年次）

（単位数：１）

臨床心理
応用実習
Ⅱ（2年次）

（単位数：１）

 
 
 
 
 
 
 
 

 



資料 23 学部教員養成コア・カリキュラムの授業科目 
 
 

教職への
意欲向上期

採用前研修期

教職論

教育実践演習

卒業研究

【　】選択必修

教育の制度と社会

各教科の内容

発達障害教育概論

【学習指導論・学習指導心理学】

【教育社会学・教育法制論・
生涯学習社会論・教育経営学】

【生徒指導論Ⅱ・教育相談論・進路指導論】

マネジメント力

コーディネート力

学年 1年 2年 3年 4年

期 教育実践理解期 基礎的教育実践力養成期 発展的教育実践力養成期

特別活動論

道徳教育論生徒指導論Ⅰ

授
業
科
目

実
践
的
指
導
力

学校外

学校

学習指導力

生徒指導力

教育学概説

学校教育心理
学

情報メディアの授業活用

カリキュラム論

発達心理学

各教科の指導法 教科の指導法開発

家庭・地域との連携

教職とマネジメント

3年次
教育実習

総合演習

4年次
教育実習

2年次
教育実習

1年次
教育実習

教育実習
基礎研究

フィールド・チャレンジボランティア体験科目

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



資料 24 教員研究組織の再編 
 
 

学校教育学系

心理･臨床学系

発達支援学系

社会･言語教育学系

自然･生活教育学系

体育･芸術教育学系

学校教育学専攻

発達支援学専攻

幼児教育コース

特別支援教育コース

養護教育コース

教科教育学専攻

国語教育コース

社会科教育コース

音楽教育コース

保健体育コース

家政教育コース

教育臨床心理学専攻

教職実践専攻

教育学研究科5専攻

英語教育コース

技術教育コース

美術教育コース

理科教育コース

数学教育コース

教員研究組織

学校教育学系

心理･臨床学系

発達支援学系

社会･言語教育学系

自然･生活教育学系

体育･芸術教育学系

学校教育学専攻

発達支援学専攻

幼児教育コース

特別支援教育コース

養護教育コース

教科教育学専攻

国語教育コース

社会科教育コース

音楽教育コース

保健体育コース

家政教育コース

教育臨床心理学専攻

教職実践専攻

教育学研究科5専攻

英語教育コース

技術教育コース

美術教育コース

理科教育コース

数学教育コース

教員研究組織

 
 
 
 
 
 

 



№ タイトル
1 Academy of management review
2 Adolescence
3 Advances in educational administration
4 American journal of health education
5 American journal of occupational therapy
6 American journal of orthopsychiatry : a journal of human behavior
7 American journal of psychology
8 American journal of psychotherapy
9 American journal on mental retardation

10 American literature : a journal of literary history, criticism, and bibliography
11 American psychologist
12 Annals of nutrition and metabolism
13 Annual Review of Psychology
14 Art education : journal of the National Art Education Association
15 Basic and applied social psychology
16 Behavior research methods, instruments, & computers : a journal of the Psychonomic Society,
17 Behavior therapy
18 Behaviour research and therapy : international multi-disciplinary journal
19 British journal of developmental psychology
20 British journal of educational psychology
21 British journal of educational technology
22 British journal of mental subnormality
23 British journal of nutrition (with Suppl.)
24 British journal of sociology of education
25 Child development
26 Child development abstracts and bibliography
27 Child education
28 Child psychiatry and human development
29 Child welfare : journal of the Child Welfare League of America
30 Childhood education
31 Children & society
32 Children's social and economics education : an international journal

教育学部雑誌タイトルリスト

32 Children s social and economics education : an international journal
33 Clinical neurophysiology : journal of the International Federation of Clinical Neurophysiology
34 Cognition : International journal of cognitive psychology
35 Cognition and instruction
36 Cognitive psychology
37 Cognitive science
38 Contemporary psychology : A journal of reviews
39 Continental philosophy review
40 Curriculum inquiry
41 Data practice : the design and technology curriculum publication for the profession
42 Development and psychopathology
43 Developmental psychology
44 Education and training in developmental disabilities
45 Education and training in mental retardation
46 Education and training in mental retardation and developmental disabilities
47 Education in science : The Official means of communication with members of the ASE
48 Educational administration quarterly
49 Educational and psychological measurement
50 Educational psychology
51 Educational psychology review
52 Educational research
53 Educational technology, research and development
54 Electroencephalography and clinical neurophysiology
55 Elementary school journal
56 Ethics : An international journal of social political, and legal philosophy
57 European child & adolescent psychiatry
58 European journal of applied physiology and occupational physiology
59 European journal of cognitive psychology
60 European journal of social psychology
61 Exceptional children
62 Family and consumer sciences research journal
63 Focus on exceptional children
64 Genetic, social, and general psychology monographs
65 Group dynamics : theory, research, and practice
66 Harvard educational review
67 Health education & behavior : the official publication of the Society for Public Health Education
68 Health education quarterly

69
Health psychology : the official journal of the Division of Health Psychology, American
Psychological Association

70 I.E.E.E. Transactions on education
71 International journal of early childhood
72 International journal of educational research
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73 International journal of science education
74 International journal of sport biomechanics : IJSB
75 International journal of sport nutrition and exercise metabolism

76
International journal of sport psychology : official journal of the International Society of Sports
Psychology

77 International journal of sports medicine
78 International journal of stress management
79 International journal of technology and design education
80 International mathematics research notices : IMRN
81 ISLE : interdisciplinary studies in literature and environment
82 Journal of abnormal psychology
83 Journal of aesthetic education
84 Journal of applied behavior analysis
85 Journal of applied biomechanics
86 Journal of applied psychology

87
Journal of applied social psychology : Devoted to applications of experimental behavioral
science research to

88 Journal of art & design education
89 Journal of autism and developmental disorders
90 Journal of behavior therapy and experimental psychiatry
91 Journal of biological education
92 Journal of chemical education
93 Journal of climate
94 Journal of clinical child psychology
95 Journal of clinical psychology
96 Journal of consulting and clinical psychology
97 Journal of consumer studies and home economics
98 Journal of counseling and development
99 Journal of counseling psychology

100 Journal of curriculum studies
101 Journal of educational psychology
102 Journal of educational research
103 Journal of experimental child psychology
104 Journal of experimental education104 Journal of experimental education
105 Journal of experimental psychology. General
106 Journal of experimental psychology. Human perception and performance
107 Journal of experimental psychology. Learning, memory, and cognition
108 Journal of experimental social psychology
109 Journal of family and consumer sciences
110 Journal of food science
111 Journal of functional analysis
112 Journal of general psychology : Experimental, physiological and comarative psychology
113 Journal of genetic psychology : Child behavior, animal behavior, and comparative psychology
114 Journal of geography
115 Journal of health and social behavior
116 Journal of health education
117 Journal of home economics
118 Journal of instructional psychology
119 Journal of intellectual disability research
120 Journal of learning disabilities
121 Journal of multi-cultural and cross-cultural research in art education
122 Journal of nutrition
123 Journal of nutrition education
124 Journal of nutrition education and behavior
125 Journal of personality
126 Journal of personality and social psychology
127 Journal of phenomenological psychology : Studies in the science of human experience and
128 Journal of philosophy

129
Journal of physical education and sport sciences : a bi-annual publication of Sports Authority
of India

130 Journal of physical education, recreation & dance
131 Journal of psychosomatic research
132 Journal of Research in Childhood Education
133 Journal of research in music education
134 Journal of research in science teaching
135 Journal of school health
136 Journal of school leadership
137 Journal of science and mathematics of education in Southeast Asia
138 Journal of social and clinical psychology
139 Journal of social behavior and personality
140 Journal of social psychology
141 Journal of sociology : the Journal of the Australian Sociological Association
142 Journal of special education
143 Journal of speech and hearing research
144 Journal of sport & exercise psychology
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145 Journal of sports sciences
146 Journal of teacher education
147 Journal of the American Oil Chemists' Society
148 Journal of the American Statistical Association
149 Journal of the history of ideas
150 Journal of youth and adolescence : A multidisciplinary research publication
151 JSLHR : journal of speech, language, and hearing research
152 Language and style
153 Language in society
154 Man and world
155 Management science : application and theory
156 Mathematics teacher

157
Mathematics teaching : bulletin of the Association of Teachers of Mathematics : The bulletin of
the Associatio

158 Memory and cognition
159 Mental retardation : official publication of American Association on Mental Deficiency
160 Merrill-Palmer quarterly : journal of developmental psychology
161 NEA today : a newspaper for members of the National Education Association
162 Personnel psychology
163 Physics education (Incl. Suppl.)
164 Physics teacher
165 Physik in der Schule
166 Promotion & education
167 Psychological assessment
168 Psychological methods
169 Psychological reports
170 Psychological research : an international journal of perception learning and communication
171 Psychotherapy : Theory, research and practice
172 Psychotherapy and psychosomatics
173 Reading research quarterly
174 Research and practice for persons with severe disabilities
175 Research in developmental disabilities
176 Resources in education
177 Review of educational research
178 Scholastic choices
179 School leadership & management
180 School organization
181 School science and mathematics
182 School science review
183 Science and children
184 Science education : The science magazine for all science teachers
185 Small group research
186 Social education : Journal of the national council for the Social Studies
187 Social problems
188 Social psychology quarterly
189 Social studies : a periodical for teachers and administrators
190 Social studies and the young learner
191 Young children
192 Young people now
193 Youth & society : A quarterly journal
194 小学語文教師
195 中学語文教学 : Zhongxue yuwen jiaoxue
196 復印報刊資料. G3, 中小学教育
197 復印報刊資料. G39, 小学各科教学
198 复印报刊资料. G31, 中学语文教学

199 复印报刊资料. G5, 成人教育学刊
200 开放教育研究
201 Advances in mathematical sciences and applications
202 Aigo : 精神薄弱福祉研究
203 Basic数学
204 DOME
205 Molecular medicine : 分子生物学から臨床へ
206 National geographic
207 NHKテレビ・ラジオ学校放送 小学校1年
208 NHKテレビ・ラジオ学校放送 小学校2年
209 NHKテレビ・ラジオ学校放送 小学校3年
210 NHKテレビ・ラジオ学校放送 小学校4年
211 NHKテレビ・ラジオ学校放送 小学校5年
212 NHKテレビ・ラジオ学校放送 小学校6年
213 NHKテレビイタリア語会話
214 NHKラジオイタリア語講座
215 NHKラジオ英会話
216 NHK趣味の園芸
217 SSKA　SilkRoad
218 いのちはぐくむ支援教育の展望
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219 からだの科学 : popular medicine
220 こころの科学
221 こどものとも
222 こどもの本
223 さぽーと : 知的障害福祉研究
224 スポーツと健康
225 たのしい授業
226 デザインの現場
227 ピコロ
228 ビデオ capa
229 プランタ : 植物の自然誌
230 ろう教育科学
231 家庭科教育
232 家庭科研究
233 科学教育研究
234 学校運営研究
235 学校基本調査報告書. 初等中等教育機関・専修学校・各種学校編
236 学校給食
237 学校経営
238 学校図書館
239 学校図書館. 速報版
240 学校保健フォーラム
241 学校保健研究
242 学校保健統計調査報告書
243 学習情報研究
244 学習評価研究
245 危険と管理
246 季刊forum教育と文化
247 季刊教育法
248 季刊心理臨床
249 季刊人間と教育
250 季刊特殊教育
251 季刊特別支援教育
252 季刊日本思想史252 季刊日本思想史
253 教育
254 教育データブック
255 教育と医学
256 教育と情報
257 教育医学
258 教育音楽 小学版
259 教育音楽 中学・高校版
260 教育科学. 算数教育
261 教育科学. 数学教育
262 教育科学国語教育
263 教育科学社会科教育
264 教育学年報
265 教育国語. 第2期
266 教育時報
267 教育社会学研究
268 教育心理学研究
269 教育心理学年報
270 教育哲学研究
271 教育美術
272 教育方法学研究
273 教育學研究
274 教員養成セミナー
275 教室ツ-ウエイ
276 教職研修
277 教職研修総合特集
278 近代教育フォーラム
279 月刊学校教育相談
280 月刊高校教育
281 月刊国民生活
282 月刊実践障害児教育
283 月刊社会教育
284 月刊障害者問題情報 : 障害者運動専門情報誌
285 月刊生徒指導
286 月刊切抜き体育・スポーツ
287 月刊切抜き保健
288 月刊保育とカリキュラム
289 健
290 健康な子ども
291 健康教室
292 現場のための精薄教育
293 現代のエスプリ
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294 現代英語教育
295 現代教育科学
296 言語技術教育
297 公衆衛生情報
298 公衆衞生
299 厚生の指標
300 厚生労働白書
301 考える子ども
302 行動療法研究
303 国語の授業
304 国語年鑑
305 国際理解
306 国文学 : 解釈と教材の研究
307 国文学解釈と鑑賞
308 国文学年鑑
309 国民の福祉の動向
310 国民衛生の動向
311 国民生活白書
312 最新教育データブック
313 作文と教育
314 算数授業研究
315 子どもの本棚
316 子ども社会研究
317 子ども白書
318 子供の科學
319 思想
320 指導と評価
321 指導者のためのスポーツジャーナル
322 視聴覚教育
323 児童心理
324 児童青年精神医学とその近接領域
325 実験社会心理学研究
326 実践国語研究
327 社会科教育327 社会科教育
328 社会学評論
329 社会教育
330 社会心理学研究
331 社会福祉研究
332 授業づくりネットワ-ク
333 授業研究21
334 初等教育資料
335 初等理科教育
336 小学校時報
337 小児の精神と神経
338 小児科診療
339 小児看護
340 小児保健研究
341 障害児の授業研究
342 障害者教育科学
343 障害者問題研究
344 情報・知識imidas : イミダス : innovative multi-information dictionary, annual series
345 職業リハビリテーション : 日本障害者職業リハビリテーション研究会研究紀要
346 食の科学
347 心とからだの健康 : 子どもの生きる力を育む
348 心身医学
349 心理学評論
350 心理學研究
351 心療内科
352 新しい漢字漢文教育
353 新しい漢文教育
354 新しい算数研究
355 進路指導
356 人権21 : 調査と研究
357 生活教育
358 生活指導
359 生活文化史
360 生物科学
361 精神医学
362 精神神經學雜誌
363 精神療法
364 青少年白書 : 青少年問題の現状と対策
365 切抜き速報. 科学と環境版
366 切抜き速報. 健康りてらしい
367 切抜き速報. 健康教育版
368 切抜き速報. 生活と科学版
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369 切抜き速報. 保育と幼児教育版
370 切抜き速報教育版
371 総合リハビリテーション
372 総合的学習を創る
373 太陽
374 体育の科学
375 体育科教育
376 体育科教育. 別冊, 学校保健のひろば
377 大学と教育// 東海高等教育研究所
378 大学資料
379 地域と人権 : 岡山県地域人権運動連絡協議会機関紙
380 地域と人権 : 全国地域人権運動総連合機関紙
381 地球科学
382 地理
383 中学教育
384 中等教育資料
385 道徳教育
386 特殊教育学研究
387 特別活動研究
388 特別支援教育の実践情報
389 特別支援教育研究
390 内外教育
391 日本カウンセリング学会大会発表論文集
392 日本の教育史学
393 日本の統計
394 日本科学教育学会研究会研究報告
395 日本教育心理学会総会発表論文集
396 日本教育新聞
397 日本児童文学
398 日本数学教育学会誌
399 日本数学教育学会誌. 数学教育学論究
400 日本特殊教育学会大会発表論文集
401 日本特別活動学会紀要
402 年会論文集(日本科学教育学会)402 年会論文集(日本科学教育学会)
403 脳と精神の医学
404 脳と発達
405 発達
406 発達の遅れと教育
407 発達障害医学の進歩
408 発達障害研究
409 発達障害白書
410 発達心理学研究
411 比較教育学研究
412 文部科学時報// ぎょうせい
413 文部時報
414 文學
415 別冊日経サイエンス
416 別冊発達
417 保育の実践と研究
418 保育の友
419 保育白書
420 保健ニュース
421 保健の科学
422 保健室
423 母子保健情報
424 法律時報
425 幼児の教育
426 幼稚園じほう
427 養護学校の教育と展望
428 理科の教育
429 理科教育ニュース
430 理科教室
431 理系への数学 : 高校・大学生のための数学の道
432 臨床スポーツ医学
433 臨床心理学
434 臨床脳波
435 歴史学研究
436 歴史地理教育
437 歴史読本
438 國語と國文學
439 國語國文
440 學校體育
441 醫學のあゆみ
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承 諾 書

岡山大学大学院教育学研究科教職実践専攻における教職大学院の ｢学校にお

ける実習科目｣をはじめとした実践的なカリキュラム等を実施するために必要

な実習施設として,平成 20年度より ｢あそびの学校｣を使用することを承諾

します｡

平成 19年 6月 27日

株式会社おもちゃ王国

代表取締役社長 高 谷 昌 重

し

岡山大学長 千 葉 喬 三 殿 

C 



●あそびの学校について

この取組の基になっているのは､岡山大学教育学部と (秩)おもちゃ王国の共同研究で

企画して行っている ｢あそぴの学校Jである｡この ｢あそぴの学校｣は､平成 18年 6月

からスター トし､共同研究者の学部教員がマネジメント及びコーディネイ トを行い､大学

教員､学生､地域住民の協力で､毎週日曜日に行っている｡対象は､幼児から小学校低学

年の子どもとその保護者である｡

以下は､その取組内容と報告書の一部である｡ 

(取組内容)

年 月 マンスリテーマー 体であそぽっ(第 1日叫日)l 音であそぽっ(* 2E]BBE])! 絵本であそぽっ(F3EIB8日)ー 自然であそぽっ(第 4El8F日)r (第 5日叫El) 

200年66月 賞が来た 楽脱づくり 手遊び 

7月 合せ の成長,カカエエルルに触る 

8月 夏だ

手迎ぴ 

9月 秋が来た 耽クイズ. 秋のお順し. 虫の嶋書方､

手jD2ぴ コオロギの視索

ュo月 収他部

空までとどけ

強練クイズ,

あやとり 

lュ月 秋祭り 月のお瓜し お米の適い､ 

12月 クリスマス ブロックとぴ 餅つきして 

fIクイズ 政加つくろつ ! 

2007年ユ月 お正月が来る 鬼のおi括し.手迎び 豆クイズ 

2月 もうす<-lf なわとび
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思いっきり速ぽっ一夢中で速ぽっIr道IS;ことの大切さ｣がマインドのおもちゃ王国. 
E)市中の子ともたちを冥源でいっぱいに｡その夢は広がって､現在では全国に7カ所

におもちゃ王国力†あります｡おもちゃ王国はラ後ももつとrつ谷<'｣をテーマに展開

していきます｡ 

hLd11J)ラ
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おちやめでかわいいおてJL,は盲JL,｡

㊥おもちゃ王即 0.L 王国の人気者だJ:･ 

琵B等r･笥 -J
わんぱくでちょっとおこLJ

L,
ちよっULJこわがLJ屋さん｡ ぽう｡

でも正軌軌 lつはいで強LIJL,だ｡
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五感をいっぱい使って子供たちの感性をは<･くみます｡
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･J こ 17
(樵)おもちゃ王国は10周年を期L:､東京学芸大学と

コラボレートして｢学芸大こども未来プロジェクト｣を立ち上げ.

子とも文化や子育て文化[=関する研究開発をスタートさせま1,,た｡

このプロジェクトは東京学芸大学の20名の研究者が参画し､
 
r遊びと子育て｣に関する基研 究を通して､

親子の新しい遊び場や子育ての噛.その空間で行われるイベントや

おもちゃなどのモノ､そして､な[=より､子どもの荘びや子育てに

関するプロフェッショナルの育成に取り組んでいくプロジェクトです.


荊年間予定ですので変更または中止する場合がござLlます｡ ※写東はイメージです. 

･[=.:.lL:. l半.･二獣 _ 



教職大学院設置に伴う既設修士課程との関係（教育研究領域のつながり）

（改組前） （改組後）

専攻名 教育分野 専攻名 コース 教育分野又は領域

・教育学 ・教育学
・教育心理学 ・教育心理学
・発達心理学 ・発達心理学
・学校経営 学校教育学専攻 ・学校経営

学校教育専攻 ・社会教育 ・社会教育
・教育社会学 ・教育社会学
・教育内容・方法論 ・教育内容・方法論
・道徳教育 ・道徳教育
・幼児教育

・障害児教育
障害児教育専攻 ・障害児心理学 幼児教育ｺｰｽ ・幼児教育

・障害児臨床 発 達
・特別支援教育

・学校保健医科学 支援学 特別支援教育ｺｰｽ ・特別支援心理学
養護教育専攻 ・養護教育実践学 ・特別支援臨床

専 攻 ・学校保健医科学
養護教育ｺｰｽ ・養護教育実践学

・教育臨床学 ・教育臨床学
学校教育臨床専攻 ・発達心理学 教育臨床心理学専攻 ・発達心理学

・教育社会心理学 ・教育社会心理学
・学校教育経営学 ・学校教育経営学

・カリキュラム開発学 ・教職課程の編成・実施
カリキュラム開発専攻 ・学習開発基礎学 に関する領域

・学習開発実践学 ・教科等の実践的な指導
・学習内容開発学 方法に関する領域

・生徒指導・教育相談に
・組織マネジメント開発学 教職実践専攻 関する領域

教育組織マネジメント専攻 ・組織マネジメント基礎学 ・学級経営・学校経営に
・組織マネジメント実践学 関する領域

・学校教育と教員の在り
方に関する領域

・教育実践研究に関する
領域

国語教育専攻 （省略） 国語教育ｺｰｽ （同左）

社会科教育専攻 （省略） 社会科教育ｺｰｽ （同左）

数学教育専攻 （省略） 数学教育ｺｰｽ （同左）

理科教育専攻 （省略） 理科教育ｺｰｽ （同左）
教科教育学

音楽教育専攻 （省略） 専攻 音楽教育ｺｰｽ （同左）

美術教育専攻 （省略） 美術教育ｺｰｽ （同左）

保健体育専攻 （省略） 保健体育ｺｰｽ （同左）

技術教育専攻 （省略） 技術教育ｺｰｽ （同左）

家政教育専攻 （省略） 家政教育ｺｰｽ （同左）

英語教育専攻 （省略） 英語教育ｺｰｽ （同左）



教育委員会等との調整内容を確認する書類 

教職大学院の設置にあたっては，教育委員会・学校現場のデマンドサイドの意見を求め

ることが非常に重要であると考え，平成 17 年 12 月開催の教授会において教職大学院設置

を決定するとともに，別紙名簿のとおり，岡山県，岡山市及び倉敷市の教育委員会関係者，

岡山県高等学校，中学校，小学校，幼稚園及び特殊教育諸学校の各校長会会長等，岡山県

ＰＴＡ会長並びに当学部の学部長，２副学部長，教授３名及び事務長を委員とする「岡山

大学教職大学院設置検討委員会」を発足させた。 

 

同委員会は，平成 18 年 1 月，8 月，11 月と計３回開催し，本教職大学院の構想案を提示

して種々の貴重な意見を受けた。平行して，岡山県及び岡山市教育委員会へは，学部長等

が度々訪れ，意見交換を繰り返してきた。その後，教職大学院構想について文部科学省，

上記関連機関ならびに岡山大学教育学部同窓会と協議を重ね，平成 18 年 10 月 11 日教職大

学院設置検討委員会を開催し構想案を取りまとめてきた。 

さらに岡山県教育委員会と教職大学院のカリキュラム開発の一環として岡山県教育委員

会平成 18 年度「授業で勝負！」支援事業に取り組み事例研究を協働して行うとともに，①

教職大学院の実務家教員の交流人事，②教職大学院への院生派遣，③教職大学院実習指定

校の選定，④岡山県教育センターとの連携について協議を重ねた。平成 18 年 11 月 17 日岡

山県教育委員会は，岡山大学への教職大学院設置は，優れた教員の確保，教員の資質向上

等岡山県の教育振興に非常に意義があることから，設置に向けて支援する方向で検討を進

めることとした。以上の検討結果や意見等は，可能な限り教職大学院構想に取り入れてお

り，その概要は，以下のとおりである。 

  

(1) 養成する人材像について 

教育実践専攻の目的は，「学校教育に関する理論と実践を教授研究し、今後の学校

教育に必要な知識・技術を身につけ、今日的教育課題や教育事象について実践と理論

との架橋・往還・融合を通して高度にマネジメントし遂行できる高度教育実践力を育

成し、専ら高度専門職業人である教員の養成と研修のための教育を行なう」ことであ

る。「教職実践専攻」で養成する人材像は，①修了直後から新しい学校づくりの有力

な一員となりうる新人教員，②地域や学校で指導的役割を果たしうる中核的教員である。

さらに本専攻では，教員としての職能発達を踏まえて，新人教員，中堅教員，学校リ

ーダーを教育目標としてそれぞれ履修モデルを作成している。これらの各段階におい

て，高度教育実践力を持つ教員の養成は，岡山県教育委員会としても期待するところ

である。 

「教職実践専攻」には岡山県教育委員会から，入学定員２０名のうち約１５名の推

薦ならびに派遣を受けることとしている。ただし，この派遣教員には，学部新卒者で
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岡山県教員採用試験合格し教員採用名簿登載者が含まれる。年度によって，現職教員

学生と学部新卒者との割合は一定とせず柔軟に派遣を行いたいとの教育委員会の希

望があり，定員は設けていないが概ね半々と推定している。 

 

(2) 教育課程・教育方法について 

① 実践的指導力を育成する体系的で効果的なカリキュラム編成について 

教職大学院では，高度な専門性と実践的指導力（高度教育実践力）の育成を目的と

しているが，こうした力量は，教育に関する理論（理論知）だけでも，また，実践経

験（実践知）だけでも育成されるものではない。それは，教育課題を解決する中で理

論知と実践知とが関連づけられることによって育成されるものである。 
「教職実践専攻」では，こうした理論と実践の融合について，育成する「高度教育

実践力」を教育に関する理論知（教育科学・教科教育・教科専門の理論知）と教育現

場で習得する実践知とが具体的な「ケース（事例）」を素材に融合され，実際の教育

場面に適用，応用できる力の総体として捉えて，カリキュラムに具体化する。と同時

に，教育方法においてもそれらが具現化できる方法（ケーススタディ，フィールドワ

ーク等）を導入し，実務家教員と教育研究者の協同授業方式をとる。これらの学修に

よって，理論知と実践知を融合させた，真に教育現場に有用な実践理論と力量を備え

た教員の育成が可能となると考える。以下その具体的方法について説明する。 
「教職実践専攻」では，①課題発見・分析能力 と ②課題解決のための企画力とチーム

解決力 を特に重視する。課題の本質を見極める力がなければ課題解決力を養うことは不可

能である。また，課題が複雑化する今日，教員個人の力量形成だけでの課題解決は困難に

なり，保護者・地域と連携して，学校全体としてチームを組み戦略的に学校力を上げてい

く視点は，教員の同僚性を育てる意味でも欠かせないものである。 
そこで「教職大学院」の教育課程は，学部新卒者と現職院生の能力差を考慮し，学部新

卒者では，「教育実践研究Ⅰ（課題発見）」「教育実践研究Ⅱ（課題解決）」「教育実践

研究Ⅲ（課題探究）」，現職教員では，「教育実践研究Ⅰ（課題分析）」「教育実践研究

Ⅱ（課題提案）」「教育実践研究Ⅲ（課題検証）」と 3 段階で構成した「教育実践研究Ⅰ

～Ⅲ」をコアにしている。共通科目で方法論を学んだ上で自己課題と学校課題を明確化し

た後，大学教員も参加して学校現場での課題解決をチームで実践・検証し，課題解決力育

成を机上の空論に終わらせない仕組みとしている。 
2年次に取り組む「教育実践研究Ⅲ」は育成する人材像別（新人教員と中核的教員：

育成する人材は2種、職能発達に応じた教育課程は３つ）に，それぞれ次のようなね

らいと内容を持つ科目である。 
まず，新人教員の場合の「教育実践研究Ⅲ（課題探究）」は，「教育実践研究Ⅰ（課

題発見）」および「教育実践研究Ⅱ（課題解決）」において設定した課題探究の目標

と計画に基づいて，連携協力校または赴任校（教員採用試験合格名簿搭載者）をフィ
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ールドとして活用して，自己課題の解決からさらなる課題の探究を行うものである。

2年次生は，個々の自己課題や探求する課題に応じて，インターンシップ実習校や連

携協力校，または児童相談所等のフィールドで課題解決のための課題探求実践を行い，

教育実践研究Ⅲでその成果を評価・検証し，他者が活用できるように教育実践研究報

告書にまとめるとともに，学校課題をチームとして取り組む力を育成するものである。

教員採用試験合格名簿搭載者においては、「教育実践研究Ⅲ」は勤務時間外に実施す

る。 
また，中核的教員の場合の「教育実践研究Ⅲ（課題検証）」は，「教育実践研究Ⅰ

（課題分析）」および「教育実践研究Ⅱ（課題提案）」で検討した目標と改善計画に

基づいて，現任校の課題を解決・実践・検証するものである。「教育実践研究Ⅲ」は，

「教育実践研究Ⅱ」で設定した課題検証の目標と改善計画に基づいて，現任校をフィ

ールドとして実践研究を行い，勤務時間外に指導教員の指導のもと「教育実践研究Ⅲ」

でその成果を評価・検証し，他校でも活用できるように教育実践研究報告書にまとめ

るとともに，学校外や地域と連携して課題解決する力を育成し学校力・地域力を向上

させるものである。 
こうした指導を実効あるものとするために，指導教員（大学）の指導の下，定期的

な指導（週１回），検討会（前期），中間報告会（前後期各１回），最終報告会を組

み込んだ授業計画を策定している。この点については，両者ともに合意している。 

 

② 実践的で新しい教育方法の開発・導入の方法 

授業の教育方法については，少人数で密度の濃い授業を基本としつつ，理論と実践

の融合を強く意識した新しい教育方法を導入することが必要との考えから，事例研究，

授業観察・分析，現場における実践活動・フィールドワーク等の教育方法を積極的に

導入する。 
 また，授業担当教員については，学校教育に関する理論と実践の融合を意識した指

導方法・内容であることから，実務経験を有する者による具体的事例をもとにした内

容であることが重要であると考え，単に実務経験の専門的知見・経験を語るのみなら

ず，事例等を理論的に説明し，また現状や問題点を俯瞰できるものとする観点から，

実務の経験・知見を理論化し，適切に教授できる実務経験者により構成することとし

ている。なお，実務家教員による指導は，その経験による知見を背景とした指導とし

て有用であるが，その活用に当たっては研究教員との共同授業（ティームティーチン

グ）での理論と実践の融合を図る上でより効果的であることから，そのような授業形

態を積極的に導入することとしている。 
 さらに，「教職実践専攻」では入学者の就学促進と就学支援を図る観点から昼夜開講の

形態をとっている。そのための教育方法上の工夫として，現職教員が，現任校から教員の

指導を直接受けることができるように，平成20年度から双方向会議システム（マルチ動画
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システム）の設置を行う。また現在，本学社会文化科学研究科に導入している，「いつで

も，どこでも，何でも，だれでも」のいわゆるユビキタスワーク理念に基づいたｅ－ラー

ニングシステムの活用も検討している。 

 

③ デマンド･サイドの意見・ニーズが反映される教育課程等の改善のシステム 

教育現場との協働によるカリキュラムの点検・評価と不断の改善は，「教職大学院コラ

ボレーションセンター」における実効性ある協働体制のもとに行われる。岡山県・岡山市・

倉敷市の教育委員会・岡山県総合教育センター・学校関係者等から選出された「教職大学

院連携協力会議」の委員，ならびに本学部・研究科における教員養成カリキュラムの総合

的な指導と恒常的な点検ならびに教育職員免許法改正や課程認定への対応に責任を持つ組

織として平成 18 年 6 月に設置された教員養成カリキュラム検討機構，学部・研究科の恒常

的なFD活動を企画実施する教育学部・教育学研究科FD委員会が連携して担うものである。 
 

(3)履修形態について 

現職教員学生が職務に従事しながら履修する場合における配慮・工夫としては，いわゆ

る１４条特例を適用して夜間開講を行うほか，ｅ－ラーニングシステム又はテレビ会議シ

ステムによる授業及び研究指導を行う。 

 採用試験合格名簿登載者については，採用試験合格発表後教職実践専攻の受験許

可を行なう。その中の教職実践専攻合格者においては，採用を一年延期し、1年間は

昼間に学修し，2年次には赴任校で勤務を行なう。2年次に受講する「教育実践研究Ⅲ

（課題探究）」は，「教育実践研究Ⅰ（課題発見）」および「教育実践研究Ⅱ（課題

解決）」において設定した課題探究の目標と計画に基づいて，教員採用試験合格名簿

搭載者は赴任校をフィールドとして活用して，自己課題の解決からさらなる課題の探

究を行うものである。もとより赴任校は３月末にならなければ決定されていないが，

すでに地域協働学校での課題解決実習も行っており，十分可能と考える。 
岡山県教育委員会等とも協議した結果，指導教員による勤務校への出向指導および

土曜日を活用した「定期的な指導（週１回）」や長期休業期間を活用した検討会（前

期）や中間報告会，最終報告会の実施を行うこととしている。また，勤務校の地理的・

時間的問題で大学での受講が難しい場合は，遠隔動画通信システムによる指導の実施

も展開することで対応する。 
なお，初任者研修の免除については，現時点では免除の法的根拠がないため実施さ

れないが，校内研修において本人の研究課題と一部連動することで，内容の充実を図

り初任者研修の成果をより一層理論面から深めることとする。 
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(4)教員組織について 

①設置の趣旨，特色，教育課程等を踏まえた理論と実践の融合が担保される教員組織の全

体構成 

本教職大学院では，教育課題に即時対応できる学校における中心的教員（スクールリー

ダー）の養成を目的とすることから，理論と実践を融合させるため，入学定員２０名に対

して，専任教員１４名（基準より３名強化）を配置し，そのうち，実務家教員を６名とし

た。また，実務家教員のうち２名は，岡山県教育委員会からの交流人事として３年ごとに

現場経験の豊富な教員を受け入れることとしている。 

②実務家教員に求める教職経験の内容，資質等 

実務家教員につては，主として小学校教育に重要な分野として，学校保健・学校安全，

教師教育・授業実践，教育相談・生徒指導，教育行政・学校経営及び学級経営・特別活動

を設定し，岡山県教育委員会等と相談して適任者を求めた。 

③県教育センターの専門的職員の活用・協力 

岡山県教育委員会との交流人事による教員につては，県教育センター経験者を含める要

望をしている。また，県教育センターと教育学部が相互に部屋を貸与し，連携を図ること

を検討している。 

④実務家教員の資質確保に係る継続的な採用の方策 

県教育委員会との継続的な交流人事として，教育学研究科へ３名の教員を受け入れるこ

ととしており，うち２名を教職大学院に配置することとしている。県及び市の教育委員会

とは常に密接な連携を有しており，退職した優秀な校長等を確保できることとなっている。 

 

(5)連携協力校の在り方について 

①連携協力校指定の考え方 

教職実践専攻の設置目的や「学校における実習」の目的に応じた連携協力校の指定につい

て，岡山県教育委員会，岡山市教育委員会，倉敷市教育委員会と協議して選択を行った。 

地域協働学校として，平成20年度から教職大学院の実習校として指定しているのは，岡山

市石井中学校区にある岡山市立石井中学校，石井小学校，大野小学校及び三門小学校の４校

である。岡山市教育委員会ならびに石井学区の学校には，教職大学院に理解をいただき実習

校として予定している。 

また共通科目や選択科目のフィールドとして，新しい教育形態や指導法に対応しうる知

識・技術を身につけ,様々な今日的教育課題を取り上げるために，連携協力校としては，小学

校・中学校・高等学校・特別支援学校など教育課程全般にわたった学校を指定している。 

教科等の指導力育成にあたっては，特色ある教育課程や，岡山県教育委員会「授業で勝負」

支援事業指定校，学校独自に学習意欲を高める教科指導に取組んでいる学校，岡山大学教育

学部の附属小学校，附属中学校，附属特別支援学校を指定している。 

生徒指導・教育相談等については，それぞれ活発な活動に取組んでいる学校等を選択して

いる。学校規模も大規模校から小規模校まで指定しており，立地条件についても，中心市街
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地から，岡山県北部の小規模校等を指定している。 
とくに民間企業である株式会社「おもちゃ王国」をて，選択科目のフィールドとして活

用も図っている。 

 

②毎年度継続して連携協力校等を確保できる方策 

 連携協力校の確保については，岡山県教育委員会，岡山市教育委員会，倉敷市教育委員

会等教育行政並びに学校現場の協力により，常に新しい教育形態や指導法，また様々な今

日的教育課題を取り上げることが出来るように，実習校並びに連携協力校を指定するもの

である。岡山大学では，教育学部生の協力校実習を，岡山県教育委員会，岡山市教育委員

会，倉敷市教育委員会の協力により長年公立学校で実施してきた実績があり，また 4 年次

生は公立学校における「インターンシップ実習」も継続して実施しており今後も協力はえ

られる状況にある。 
 また連携協力校との実習指導体制については，「教職大学院コラボレーションセンター」

を設置し，専任教員が，連携協力校との円滑な関係づくりに向けて大学・教育委員会・学校

の連携の実務を行う。「教職大学院コラボレーションセンター」は，「教職大学院連携協力

会議」を設置し，実習と教育実践研究において有機的かつ効果的に院生・大学院・学校をつ

なぎ，日常的に院生の学習・研究支援を行なうとともに，協力校と日常的につながって学校

支援を行なうなど実効性ある協働体制を構築する。さらに「教職大学院連携協力会議」は，

教職大学院の運営委員会とともに点検・評価の機能を担うものとする。「教職大学院連携協

力会議」の委員は，岡山県・岡山市・倉敷市の教育委員会・岡山県総合教育センター・学校

関係者等に依頼するものである。 
とくに中心となる実習校である「地域協働学校」は，岡山市において全中学校区を指定し

ていく予定であり，現在の実習校である石井中学校区での取り組みがある一定期間継続し成

果が得られた時点で、岡山市教育委員会と相談して別の学区に移行することも予定している。 
さらに連携協力校として，今後大学・教育委員会とで「特色ある学校づくりの推進校」「研

究指定校」「教育困難校」等を課題に応じて選定していく予定であり，あくまでも今日的課

題に対応できるように実習校の確保を行うものである。その他，附属学校園も実習校並びに

フィールドワークの対象校として連携協力校として位置づけている。 
 

 (6) 実習の在り方について 

①設置の趣旨，特色，教育課程等を踏まえ，実習校の学校種，規模（生徒数，教員数），

立地条件（都市，地方など）に応じた実習先の考え方  

教職実践専攻の設置目的は「学校教育に関する理論と実践を教授研究し，今後の学校教育

のあり方を見通して新しい教育形態や指導法に対応しうる知識・技術を身につけ,様々な今日

的教育課題や教育事象について,理論と実践の架橋・往還・融合を通して高度にマネジメント

し遂行できる高度教育実践力を育成し,専ら高度専門職業人である教員の養成と研修のため

の教育を行なう」ことであり，「学校における実習」の学習の目的は，「教科指導や生徒指

導、学級経営等の課題に関して自ら課題を発見し，企画立案した解決策を実験的に体験・経
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験することにより，自ら学校における課題に主体的かつ組織的に取り組むことの出来る資質

能力を培う」ものである。 

「教職実践専攻」では，①課題発見・分析能力 と ②課題解決の企画力・チーム解決力 を

重視することが特色である。課題の本質を見極める力がなければ課題解決力を養うことは

不可能である。また，課題が複雑化する今日，教員個人の力量形成だけでの課題解決は困

難になり，保護者・地域と連携して，学校全体としてチームを組み戦略的に学校力・地域

力を上げていく視点は，教員の同僚性を育てる意味でも欠かせないものである。 

とりわけ課題発見には多角的視点と柔軟な思考が不可欠であり，そのために多様な教育

課題が存在する共通のフィールドと multiple view（多角的視点）を持つ仕組み必要があ

る。教職実践専攻では，「課題発見実習」「課題解決実習」の実習校について地域協働学

校を実習校として指定しており，学部段階からの進学者は，「学校における実習」に取組

みながら，実習免除の現職院生はフィールドワークの場として参加し，研究教員，実務家

教員も現場で指導する。その上で共通科目群５領域の観点でのケーススタディにプラスし

た教育実践研究の方法論の学習（共通科目群 5 ﾌﾟﾗｽ 1）によって多角的分析を行い，「教育

実践研究 I(課題発見)&(課題分析)」の中で，異なる立場とキャリアを持つ４者が議論しな

がら教育実践課題を分析・発見していくカリキュラムである。このことは，地域協働学校

をフィールドに重層的な協働体制づくりとリアルな課題解決に取り組むことで，真に理論

と実践の融合を図り、課題解決能力を育てる教育方略をとるものである。 

地域協働学校として，平成20年度から教職大学院の実習校として指定しているのは，岡山

市石井中学校区にある岡山市立石井中学校，石井小学校，大野小学校及び三門小学校の４校

である。岡山市教育委員会は，「市民協働の人づくり」の理念に沿って，「心豊かな岡山っ

子育成プロジェクト」に掲げる「自立」する子どもの育成を具現化するため，岡山市「地域

協働学校」推進事業を実施している。既に，岡山市立岡輝中学校区（４校園），岡山市立石

井中学校区（７校園：石井中学校，石井小学校，石井幼稚園，大野小学校，大野幼稚園，三

門小学校，三門幼稚園），岡山市立中山中学校区（９校園），岡山市立福田中学校区（３校

園），福浜中学校区，福南中学校区，興除中学校区の３中学校区が指定されている。この岡

山市地域協働学校の内，石井中学校区の小中学校を実習校として予定しているが，その地域

協動学校においては，幼小中連携教育の特色があるだけではなく，「小学校英語イマージョ

ン教育」「生徒指導」「地域連携」等のそれぞれの特色を持っている。 

 

共通科目や選択科目のフィールドとして，新しい教育形態や指導法に対応しうる知識・技

術を身につけ,様々な今日的教育課題を取り上げるために，連携協力校としては，小学校・中

学校・高等学校・特別支援学校など教育課程全般にわたった学校を指定している。高等学校

としては，岡山県立岡山操山高等学校，同倉敷天城高等学校である。中学校としては，地域

協働学校である岡山市立石井中学校，岡山市立岡山中央中学校，倉敷市立新田中学校，玉野

市立玉中学校，岡山県立岡山操山中，岡山県立倉敷天城中学校，岡山大学教育学部附属中学

校がある。小学校としては，地域協働学校の岡山市立石井小学校，岡山市立大野小学校及び

岡山市立三門小学校，岡山市立岡山中央小学校岡山市立津島小学校，加賀郡吉備中央町立竹
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荘中学校及び久米郡美咲町立加美小学校並びに岡山大学教育学部の附属小学校を指定して

いる。特別支援学校としては，岡山大学附属特別支援学校を指定するとともに，特別支援学

級をもつ岡山市立岡山中央中学校、岡山中央小学校を指定している。 

教科等の指導力育成にあたっては，岡山県立岡山操山高等学校・同中学校を中高一貫校と

して特色ある教育課程を学ぶために，またSSH指定校である岡山県立倉敷天城高等学校をも

指定している。倉敷市立新田中学校，岡山市立津島小学校，加賀郡吉備中央町立竹荘中学校

及び久米郡美咲町立加美小学校は，岡山県教育委員会「授業で勝負」支援事業指定校である。

平成１８年度から，自校の児童生徒の実態を把握･分析し授業改善を進めている学校を支援

するために岡山県教育委員会が「推進校」として指定したもので，指導法や教材･教具等の

研究･開発，校内指導体制の整備等，教員の「授業力」の一層の向上を目指した実践研究を

行っている。玉野市立玉中学校は，岡山大学教育学部と協同して学習意欲を高める教科指導

に学校を挙げて取組んでいる。加えて岡山大学教育学部の附属小学校，附属中学校，附属特

別支援学校を教育研究発表会への参加等フィールドワークの対象校として指定している。 

生徒指導・教育相談等については，取り組み事例の豊富な岡山市立三門小学校，弱視学級，

難聴学級，知的情緒障害児学級等特別支援教育に力を注いでいる岡山市立岡山中央小学校及

び，特別活動である部活動において学生の主体的活動が盛んな岡山市立岡山中央中学校を指

定している。 
 学校規模も大規模校から小規模校まで指定しており，立地条件についても，岡山市内の中

心市街地の空洞化により，４つの小学校を統合して平成17年度に開校した岡山市立岡山中央

中学校、同小学校から，岡山市内の人口密集地域である石井中学校区，文教地区である岡山

市立津島小学校，少子化が進む岡山県北部の小規模校である加賀郡吉備中央町立竹荘中学校

及び久米郡美咲町立加美小学校を指定している。これらの学校は，都市部の学校とは異なっ

た教育課題を抱えており連携協力校として適しているといえる。 
さらに民間企業である株式会社「おもちゃ王国」と連携して，選択科目の「校外体験活動

の実践研究」で「あそびの学校」に参加・指導補助を行い，幼児・児童を対象とした地域

における様々な体験活動実践を通して，子どもや保護者への理解の視野を拡げるとともに，

地域と連携した教育を実践する基礎的力を養うために，この施設をフィールドとして活用

する。 

  

(7)教職大学院の管理運営体制 

①恒常的に教育委員会等デマンド・サイドと密接に連携する方策 

岡山大学教育学部は，岡山県教育委員会と平成 12 年 9 月に，教員の資質・能力の向上及

び教育上の諸課題に対への対応のため，相互に連携して基礎的・実践的研究を行い，その成

果を生かして岡山県の教育の充実・発展を図るために「連携協力に関する覚書」を締結した。

研究内容は，教員養成に関する事項，教員研修に関する事項，学校教育上の諸課題への対応

に関する事項，その他両者が必要と認める事項である。その後，連携協力会議，連携協力会

議専門委員会を組織し，具体的なテーマを年次ごとに策定して様々な連携事業に取り組んで

きている。 
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また県下の教育委員会の委員として協力している教員も多く，岡山大学教育学部は，組

織的恒常的に教育委員会等デマンド・サイドと密接に連携するシステムがあるといえる。 

②学校教育の実態や社会の変化等に柔軟に対応し得る機動的な管理運営システムの確立 

 教職大学院には前述のように「教職大学院コラボレーションセンター」，「教職大学院

連携協力会議」を設置し，日常的に院生の学習・研究支援を行なうとともに，実習校，連

携協力校と日常的につながって学校支援を行なうなど実効性ある協働体制を構築する。 

具体的には，1)院生と協力校との間では，協力校が取り組んでいる教育課題や研究内容を

あらかじめ調査し，院生の希望課題とマッチングさせる機能，2)院生と大学院との間では，

大学院教員による院生の学習・研究支援をオン・デマンドにコーディネートする機能，院

生の実習記録や学習・研究履歴を蓄積する「デジタル・ポートフォリオ」を作成支援する

機能，遠隔地にいる院生の学習・研究を支援する e-learning 支援機能，3)大学院と実習校間

では，リアルタイムに動画の送受信ができる環境での日常的交流と学校支援機能を果たす

ものである。 
さらに「教職大学院連携協力会議」は，教職大学院の運営委員会とともに自己点検・評価

の機能を担うものとする。 
以上の仕組みにより，学校教育の実態や社会の変化等に柔軟に対応し得る機動的な管理

運営システムとなりうると考える。 

 

 (8) その他 

①ＦＤ活動への教育委員会等の協力内容 

教育現場との協働によるカリキュラムの点検・評価と不断の改善は，「教職大学院コラ

ボレーションセンター」における実効性ある協働体制のもとに，「教職大学院連携協力会

議」，ならびに本学部・研究科における教員養成カリキュラムの総合的な指導と恒常的な

点検ならびに教育職員免許法改正や課程認定への対応に責任を持つ組織として平成 18 年 6
月に設置された教員養成カリキュラム検討機構，ならびに学部・研究科の恒常的な FD 活動

を企画実施する教育学部・教育学研究科 FD 委員会と協力して行う。「教職大学院連携協力

会議」の委員は，岡山県・岡山市・倉敷市の教育委員会・岡山県総合教育センター・学校

関係者等に依頼する。 
 また，教育課程の改善・充実に向けて，修了生の追跡調査を実施する。追跡調査の

方法は，修了生個人に対し，本専攻在学中に得た教育内容の成果について，修了後定

期的（２年後，５年後）にアンケート調査を行う。あわせて，学校長及び県教育委員

会等に実施し，その結果を評価分析し，教育課程等に反映させる。外部評価委員会は，

岡山県教育委員会，校長会，実習協力校，ならびに地域代表者，他大学の学識経験者

等で構成する。 

②自己点検・評価等への取組み 

「教職大学院連携協力会議」は，教職大学院の運営委員会とともに点検・評価の機能を担
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うものとする。「教職大学院連携協力会議」の委員は，岡山県・岡山市・倉敷市の教育委

員会・岡山県総合教育センター・学校関係者等に依頼する。 



平成 19年 6月 11日

岡 山 大 学 長 殿
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教職は,人間の心身の発達にかかわる専門的職業であり,その活動は,子どもたちの人格形成
,

../･一し

〓E鼓胃ニト′二言に大きな影響を与えるものですO近年,子どもたちの学ぶ意欲の低下や規範意識 ･自立心の低下,

社会性の不足,いじめや不登校等の深刻な状況など,学校教育が抱える課題は,一層複雑 ･多様

化してきております｡

このような状況のなかで,学校教育に対する県民の期待に応え,信頼される学校づくりを進め

ていくためには,より高度な専門性と豊かな人間性 ･社会性を備えた力量ある教員の育成が重要

となります｡

岡山県教育委員会では,｢確かな学力の向上｣と ｢豊かな心｣の育成を教育改革の重要な柱と捉

え,学校教育においては,子ども一人一人を大切にしたきめ細かな指導により基礎 ･基本の確実

な定着や自ら学び考える力の育成に努めております｡このためには,学校現場のニーズに適切に

対応できる,実践的指導力を持った教員を育成する必要があり,養成の段階から教員のライフス

テージを通した,教員の適切な職能開発と力量形成が求められています｡

岡山大学教育学部と岡山県教育委員会とは,岡山県の教育の充実 ･発展を図ることを目的とし

て,平成 12年 9月 1日に ｢連携協力に関する覚書｣を定め,教員の賓質 ･能力の向上及び教育

上の諸課題への対応のため,相互に協力して,基礎的 ･実践的研究を行っているところです｡そ

こでは,｢教員養成に関する事項｣,｢教貞研修に関する事項｣,｢学校教育上の諸課題への対応に関

する事項∴ ｢その他両者が必要と認める事項｣の 4分野を研究内容として取り組んでまいりまし

た｡さらに教職大学院のカリキュラム開発の一環として,岡山県教育委員会では平成 18年度 ｢授

業で勝負 !｣支援事業に取り組み,事例研究を協働して行ってまいりました｡

岡山県教育委員会としては,岡山大学大学院教育学研究科に教職大学院が設置され,同大学院

が学校教育に関する理論と実践を教授研究し,教育現場の課題について理論との架橋 ･往還 ･融

合を通して高度にマネジメントし遂行できる総合的 ･実践的な力量 (高度教育実践力)を備えた高

度専門職業人としての教員を養成することに対して大いに期待いたしますD

岡山県教育委員会教育長

野八
門



平成 19年 6月 4日

岡 山 大 学 長 殿 

岡山市教育委員会教育長

山 根 文

岡山市教育委員会 では ,｢子 どもたちが愛 されてい ると実感できる家庭 ･学校 ･地域社

会 を実現 しよ う｣ とい うスローガンのもと ,｢自立す る子 ども｣の育成 を 目指 し,平成 19

年 ｢岡山市市民協働 による自立す る子 どもの育成 を推進す る条例｣ (通称 ｢岡 山っ子育成

条例｣)を策定 し, これに基づいた様々な施策 を実施 してお ります｡

その中で,学校 教育の充実に関 しては ,｢地域協働 学校づ くり事業｣｢特色 ある学校づ

く り支援事業｣｢就学前学校 の充実｣｢イマー ジ ョン教育の導入｣などを重点施策 として,
(二

魅力ある授業づ く りや保護者 ･地域のイ言席 に応える学校づ くりを進めてきています｡

とりわけ岡山市教育委員会は ,｢市民協働の人づ くり｣の理念に沿って条例 に掲 げる ｢自

立｣する子 どもの育成 を具現化す るため,岡山市 ｢地域 協働学校｣推進事業を実施 してい

ます｡すでに岡山市 ｢地域協働学校｣ として指定 している中学校 区として,岡山市立岡輝

中学校 区があ り,平成ユ 9年度 に新規 に指定す る中学校 区 として岡山市立石井 中学校 区,

岡山市立中山中学校 区,岡山市立福 田中学校 区があ りますQ さらに,福浜中学校 区,福南

中学校区,興除中学校 区の 3中学校 区が指定の予定です｡

こうした学校教育の実現は,実際に教育 を担 う教員 の資質や力量にかかっていることも

事実であ り,岡山市教育委員会では岡山市総合教育セ ンターでの研修の充実等 において対 

C 応 しているところで もあ りますO

と同時に,近年 の子 どもたちの学ぶ意欲 の低下や規範意識 ･自律心の低下,社会性の不

足,い じめや不登校等の深刻 な状況な ど,学校教育が抱 える課題 は,一層複雑 ･多様化 し

てきてお り,それ らの適切 な対応が求 められています｡ そのためには,学校現場のニーズ

に適切に対応できる,実践的指導力を持った教員 を計画的,組織的に育成す る必要があ り,

養成の段階か ら教員 のライ フステージを通 した,教員 の適切な職能開発 と力量形成が求 め

られています｡

岡山県教育委員会 としては,岡山大学大学院教育学研究科に教職大学院が設置 され,同

大学院が学校教育 に関す る理論 と実践を教授研究 し,教育現場の課題 について理論 との架 

C 橋 ･往還 ･融合 を通 して高度 にマネジメン トし遂行で きる総合的 ･実践的な力量 (高度教

育実践力)を備 えた高度専門職業人 としての教員 を養成することに大いに期待 していますQ
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